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第1章 序論 

1.1 本研究の背景 

地球温暖化が進行し世界各地で気候災害が顕著になってきている。例えば波や豪雨など

の「極端現象」の発生頻度が増え、被害が大きくなることが予想されている。IPCC が

2021 年 8 月に報告した AR6 によると、地球温暖化と人為起源の温室効果ガスの増加の関連

性に疑う余地がないと断定され、2010 年～2020 年までの 10 年間で、世界の平均気温が

1.09℃上昇していることが報告された[1]。そのため、温室効果ガスの排出を抑制する緩和

策と、長期的に避けることのできない地球温暖化に対する適応策の実行が不可欠である。 

 

1.1.1 2050 年カーボンニュートラルの背景と各国の目標 

2015 年のパリ条約により世界共通の長期目標として、産業革命前からの平均気温の上昇

を 2℃より十分に下方に保持し、1.5℃で抑える努力を追求することが求められた[2]。しか

し、AR6 の報告もあり、2021 年の COP26 では、グラスゴー気候合意により世界各国で

2050 年までにカーボンニュートラルを達成するための野心的な目標を計画と実行を求めら

れ、産業革命前からの平均気温の上昇を 1.5℃で維持することが強調された[3,4]。 

世界各国では 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、表 1-1 のような 2030 年目

標を示し、これらの目標を実現するため緩和策を実行した。例えば、米国では 2030 年まで

に洋上風力による再エネ生産量を 1,000 万世帯以上への年間電力供給が可能な 30GW まで

増設することを示した[5]。中国では電動車市場が急速に拡大しており、2025 年までに新車

販売の 20％前後は新エネルギー車にするとした[6]。EU は 2030 年目標を達成するための政

策パッケージである「Fit for 55」を発表しており、政策内容には EU のエネルギーミック

スにおける再生可能エネルギーの割合を 32％から 40％に引き上げるとした[7]。 
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表 1-1 各国の 2030年目標、2050年カーボンニュートラルの目標に対する回答 

    （外務省、各国の 2030年目標より引用[8]） 

国・地域 2030 年目標 2050 ネットゼロ 

日本 
-46%（2013 年度比）（さらに、50％の高

みに向け、挑戦を続けていく） 
表明済み 

アルゼンチン 排出上限を年間 3.59 億 t 表明済み 

オーストラリア -43%（2005 年比） 表明済み 

ブラジル -50%（2005 年比） 表明済み 

カナダ -40 ～ -45%（2005 年比） 表明済み 

中国 

（1）CO2排出量のピークを 2030 年より前

にすることを目指す CO2排出を 2060 年まで

にネットゼロ （2）GDP 当たり CO2排出量を-65%以上

（2005 年比） 

フランス・ドイツ 

イタリア・EU 
-55%以上（1990 年比） 表明済み 

インド GDP 当たり排出量を-45%（2005 年比） 2070 年ネットゼロ 

インドネシア 
-31.89%（BAU 比）（無条件） 

2060 年ネットゼロ 
-43.2%（BAU 比）（条件付） 

韓国 -40％（2018 年比） 表明済み 

メキシコ 
-22％（BAU 比）（無条件） 

表明済み 
-36％（BAU 比）（条件付） 

ロシア 1990 年排出量の 70％（-30%） 2060 年ネットゼロ 

サウジアラビア 2.78 億 t 削減（2019 年比） 2060 年ネットゼロ 

南アフリカ 
2026 年～2030 年の排出量を 3.5～4.2 億 t

に 
表明済み 

トルコ 最大-21％（BAU 比） - 

英国 -68％以上（1990 年比） 表明済み 

米国 -50 ～ -52%（2005 年比） 表明済み 
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1.1.2 日本の動向 

日本では 2020 年に 2050 年までのカーボンニュートラルの実現を改正地球温暖化対策推

進法に明記し、脱炭素への取り組みを加速させるとした。また、2021 年には 2030 年まで

の二酸化炭素排出量削減目標を 2013 年度比 46%減、さらには 50%削減の高みと発表し

た。この目標は日本政府がパリ協定後に国連に提出した削減目標の 2013 年比 26%減から

大幅に引き上げたものである。これらを実現すべく内閣府より「地域脱炭素ロードマッ

プ」が示された[9]。ロードマップには 2030 年までに脱炭素の地域モデルケースを作るた

めの取組・施策を集中して行うと明記しており、実現したモデルケースを例にして全国に

脱炭素の取組・施策を波及させることで 2050 年までに脱炭素を実現するとしている。この

波及を脱炭素ドミノといい、そのための基礎作りとして、直近では地域モデルケースとな

る脱炭素先行地域を増やすことに重点を置き、2020 年から 2025 年の 5 年間で少なくとも

100 か所の脱炭素先行地域を選定し、2030 年までにモデルケースを実行するとされてい

る。現在までの進捗として、脱炭素先行地域募集（第 1 回）では 26 件の計画提案が選定さ

れ[10]、脱炭素先行地域（第２回）では 20 件の計画提案が選定された[11]。北海道では第

1 回目で石狩市、上士幌町、鹿追町が選定され、第 2 回目で札幌市、奥尻町が選定され

た。選定された地域では以下の取り組みを求められている。 

① 再エネポテンシャルの最大活用による追加導入 

② 住宅・建築物の省エネ・再エネの導入及び蓄電池としての EV/PHEV/FCV の活用 

③ 再生可能エネルギー熱や未利用熱、カーボンニュートラル燃料の利用 

④ 地域特性に応じたデジタル技術を活用した脱炭素化の取組 

⑤ 資源循環の高度化（循環経済への移行） 

⑥ CO2 排出実質ゼロの電気・熱・燃料の融通 

⑦ 地域の自然資源等を生かした吸収源対策等 

 事業開始後は、環境省を中心に関係省庁と密接な連携をすることで、取り組みの成果を

把握し、それらのノウハウを横展開に広げていくことで、2050 年を待たずに脱炭素で強靭

な活力ある地域社会を全国で実現すること目指している。 

 

 

図 1-1 脱炭素ロードマップ（地域脱炭素ロードマップ【概要】より引用[12]） 
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 また、民生部門（業務・家庭部門）は日本の最終エネルギー消費量の約３割を占めてお

り、住宅・建築物のさらなる省エネルギー化、脱炭素化を進めていかなければならないと

されている。そのため、国土交通省と経済産業省、環境省により「脱炭素社会に向けた住

宅・建築物における省エネ対策等のあり方検討会」が実施され、2050 年及び 2030 年に目

指すべき住宅・建築物の姿を示し、それらを実現するための取り組みの進め方を明らかに

した[13]。 

 

1.1.3 日射の活用 

 カーボンニュートラルを達成するためには再生可能エネルギーの利用が重要で、日本で

最も有用なのが日射（太陽エネルギー）である。日射の代表的な利用方法として太陽光発

電が挙げられる。先の二つの政策においても太陽光発電設備の設置に関する記載が以下に

されている。 

・ 「地域脱炭素ロードマップ」 

政府及び自治体の建築物及び土地では、2030 年には設置可能な建築物等の約 50％に太

陽光発電設備が導入され、2040 年には 100％導入されていることを目指す 

・ 「脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方検討会」 

2030 年：新築される住宅・建築物について ZEH・ZEB 基準の水準の省エネ性能が確保

され、新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が導入されていること 

2050 年：ストック平均で ZEH・ZEB 基準の水準の省エネ性能が確保され、導入が合理

的な住宅・建築物において太陽光発電設備等の再生可能エネルギーの導入が一般的と

なること 

日本は世界でも有数の太陽光発電の導入量を誇る国であり、中国、アメリカに次いで世

界では第 3 位に位置する。上位 2 か国に比して狭い国土面積ながらも、高い導入量を誇る

ことから国内での太陽光発電に対する注目度は非常に高い。太陽光発電はほかのクリーン

エネルギーと比較しても、コストが安く、設置場所の制限が少ないため導入しやすい[14]。

そして、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて今後も太陽光発電の導入量は増加す

ることが予想されている[15]。また、日射は太陽光発電だけでなく、直接利用による照明

負荷や暖房負荷の削減が可能であり、ZEB、ZEH の普及に貢献できる。  



序論 

5 

 

1.1.4 地球温暖化による熱中症リスク 

 地球温暖化に対して、2050年のカーボンニュートラルの実現といった緩和策に取り組む

一方で、気温上昇による気候災害や人体への健康被害にも目を向けなければならない。人

体への被害に関しては熱中症による死亡数が増加していると報告されている[16]。特に都

市化が進む大都市圏においては都心部の気温が郊外部と比較して高くなりやすく、熱中症

の危険が増している[17]。 

 近年では 2007年の東京マラソン以降、健康志向が強くなってきたこともあり、ランニ

ングやマラソンに参加する人が増えている。しかし、マラソン中は体内の熱の生産量が増

えるため、熱中症になるリスクが高くなる。また、公益財団法人日本スポーツ協会の調べ

によれば、学校管理下における熱中症死亡事の多くは運動部活動で、運動開始から短時間

で熱中症を発症し死亡につながった多くの事例は持久走とされている[18]。このため、マ

ラソン中は通常時よりも熱中症になりやすいため、個人による体調管理が重要であると同

時に、都市においても日射を遮り、熱中症のリスクを抑える環境づくりが必要である。 

 

1.1.5 GIS の普及 

 日射はカーボンニュートラルの達成するための創エネとして重要であると同時に都市の

熱環境を構成する気象要素であり、日射を扱う場合、周辺の障害物による影響を考慮する

必要がある。そこで GIS を活用することにより詳細かつ大量のデータ処理を可能にした。 

GIS（地理情報システム：Geographic Information System）とは地理・空間に関連付けられ

た情報である地理空間情報を作成・保存・利用・管理・表示・検索をすることでより高度

な解析を可能にした技術である。GIS の構想は 1960 年代ごろから存在していたが、当時の

技術では空間情報を紙ベースの地図による利用が限界であった。しかし、近年ではコンピ

ュータ技術の発展により大量の情報をデジタル化し、データとして管理することが可能に

なったことで、位置情報を付加したデータである GIS データが登場し、位置をもとに様々

な情報を関連付けることで、複数の情報を 1 つの視覚的な情報として表現することが可能

になった。この GIS の進歩により 1 種類の情報を文章より解析していた方法よりも瞬時に

大量の情報を把握でき、異種間の隠れた因果関係を効果的に解析することが可能になった。 

 1995 年の阪神淡路大震災時に一部の地域で GIS が被害状況の把握や復興計画などに貢献

したことで、GIS の標準化の重要性が認識された。日本ではこれを契機に GIS の本格的な

研究や整備・普及が取り組まれ、この結果、政府は地理空間情報に関する標準の制定、紙

ベースの数値地図 25000 のラスタデータ化、数値地図 2500 の基盤となる項目の整備、GIS

を利用した情報提供サービスの拡大が行われた。現在では国土交通省の 1 機関である国土

地理院より地理空間情報を整備する際に位置の基準となる「基盤地図情報」が無料で提供

されている。また、2007 年に地理空間情報活用推進基本法制定以降、各市町村で 5 年ごと

に都市計画の基礎となる土地利用現況･建物現況･都市施設･市街地整備の状況等の調査を

行っており、その調査により「都市計画基礎調査データ」が作成されている。 
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1.2 本研究の方針 

1.2.1 研究の目的 

1.1 節でも述べたように、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて地域単位での脱

炭素化の取り組みが急速に広まっていく。特に日本では地域脱炭素ロードマップにより地

域の脱炭素への取り組み強化が予想される。この取り組みに対し日射（太陽エネルギー）

の利用が有用な手段である。一方で上昇する気温に適応していくため、日射を遮り熱中症

を抑制できるような都市を構築する必要がある。そのため、場所ごとに得られる日射量を

正確に把握し、その日射量を用いて多様なパラメトリックスタディが実施できれば、都市

の面的な解析が可能となり、地域の脱炭素に向けた良い現実的な計画や暑熱環境を改善す

る方法を検討できる。そこで本研究では以下の 2 つを満たす手法を構築した。 

①周辺環境を加味した日射量を正確に把握する 

②多様なパラメトリックスタディの実行を可能とする 

また、本手法を用いて脱炭素に向けた検討や、都市の暑熱環境の解析を 3つ実施し、本

手法の有用性を示した。 

 

1.2.2 既往研究と手法の構築 

1.2.1 節で提示した①、②の条件を満たす手法を構築するために既往研究を参考した。前

提として、日射量は周辺環境の影響によって取得できる量が変化するとしているが、これ

を既往研究からも証明されている。Li らは 8 つの都市形状から 200 の区画を作成し、区画

内で得られる日射量を調べた結果、区画内の建物の密度が同じでも、区画内での配置によ

って得られる日射量に大きく差が出ることを示した[19]。Boccalatte らは GIS データとソー

ラーキャダスターから、屋上の遮光率は建物の高さ、容積、周囲の高低差は相関性がある

ことを示した[20]。Liu は街路によって形成された空間が日射量に影響を及ぼすことを示し、

街路の幅の変化による影響は夏よりも冬や中間期で大きくなるとした[21]。Chatzipoulka ら

は建物ファサードと地面の太陽ポテンシャルを解析し、都市形状と季節的な日射の変化に

影響されることを示した[22]。  

 このように日射は周辺環境によって変化するため、正確に把握すること手段が必要であ

る。GIS は周辺環境を加味したシミュレーションを行うために有用な手段であり、日射に

限らず様々な研究に利用されている。Cumo らは、自然保護サイト内における太陽光利用

の可能性な建物の屋根面を解析し、太陽光利用が有効なエリアを特定した[23]。Boccalatte

らは GIS データとソーラーキャダスターから、屋上の遮光率は建物の高さ、容積、周囲の

高低差は相関性があることを示した[24]。Mohajeriらは都市における日射は都市の密度や区

画内の構成、建築の構成など複数の影響を受けることを示し、建物の密度が濃いコンパク

トなエリアではファサードによる太陽光発電や太陽熱集熱器で得られるエネルギーや、日

射のパッシブ利用が落ちることを示した[25]。 

これらの研究はGISをもとに周辺環境を 3D化することで、高精度なシミュレーションを
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可能にしている。しかし、3D による計算は複数のポリゴン情報の処理が必要とされるため、

一つの条件の結果を算出するまでに膨大な時間を要する。そのため、周辺環境を加味した

日射量を算出するための別の手段を検討した。 

周辺環境を加味した日射量を算出する方法として、正射影画像により算出した天空率を

用いる手法が挙げられます。既往研究でも天空率と日射に関する関係性をあることが示さ

れた。斉藤らは曇天時の最高環境評価指標について天空率と曇天時照度を比較し、天空率

が曇天時照度を評価する簡便な指標であることを示した[26]。戸田らは全天写真より日射

量を推定するプログラムを開発し、日射量の推定値が実測値と良好な関係を示したことを

確認した[27]。堀田らは建物の各壁面と屋根面における日射受熱量と地面の天空率の関係

より、直達日射受熱量の分布はおおむね地面の天空率で決まることを示した[28]。また、

近年では天空率とほかの都市気象の関連を示す研究もあり、ソ ユファンらは高解像度での

天空率と表面温度の関係を分析した解像度 2m の数値表面モデルを用いて天空率ヘリコプ

ターから撮影した 2m 解像度の表面温度の分布図を重ね合わせ、解析した結果、天空率が

高いほど表面温度も高いことを示した[29]。平林らは魚眼レンズにより撮影した画像より

天空率を算出し、天空率が低い日陰部が比較的快適であることを示した[30]。Liang らは都

市で生じる温度差が天空率と負の相関があることを示した[31]。 

以上より本研究では GIS データより作成した再射影画像を用いて周辺環境を加味した日

射量を算出し、この日射量とその他の気象要素とカップリングをしてシミュレーションを

行う手法を提案した。これにより①と②の条件を満たしたため、正確な日射量データで多

様なパラメトリックスタディの実施が可能となった。この手法は地域の脱炭素に向けた計

画を最適化するに寄与することができる。 
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1.3 章構成 

第 1 章では本研究の背景と既往研究の紹介をすることで、本研究の立ち位置と目的を明

確化した。 

 

第 2章ではGISデータを用いた気象データの作成手法を提案した。オープンソースのGIS

データを用いることで、周辺環境を再現した正射影画像を作成した。この正射影画像によ

り、時間ごとに直達日射量の取得の有無を判断できるようになった。また、正射影画像よ

り算出できる天空率により、その場所で得られる拡散日射量を算出した。算出した日射量

の精度を検証するため、EnergyPlus で周辺の建物を再現して実際に取得できる日射量を比

較した。 

 

第 3 章では北海道の高断熱、高気密を有する住宅でダイレクトソーラーゲインによる暖

房負荷の抑制効果と周辺環境の関係性を解析した。ダイレクトソーラーゲインには暖房負

荷の抑制が期待できる一方で、周辺に建物が密集している敷地であれば、期待通りの日射

量を得られずかえって、暖房負荷の増加の原因となる。本手法を用いることでさまざまな

敷地の天空率と日射データを算出できるため、日射データを用いて暖房負荷を算出し、天

空率との関係性を解析した。建物モデルは寒冷住宅地のリビングを想定した簡易住宅を作

成し、窓の性能が異なる 4 ケースと窓の面積の広さが異なる 3 ケースの組み合わせで暖房

負荷計算を実施した。 

 

第 4 章では寒冷都市のオフィスビルがカーボンニュートラルを達成するための条件解析

を行った。日本では住宅・建築物の一次エネルギー消費量の指標である BEI による規制が

年々厳しくなっているため、カーボンニュートラルを実現するための条件を明確化するこ

とが急務である。そこで、札幌市に存在するオフィスビルを対象に本手法を用いて壁面で

得られる太陽光発電量を算出し、オフィスビルの一次エネルギー消費量と比較することで

カーボンニュートラルを達成する建物の条件を解析した。この解析を実施するために、本

手法の応用として日射量から太陽光発電を算出する手法を提案した。また、GIS データを

用いて解析する建物モデルを自動作成する手法を提案した。4016 件のオフィスビルを対象

に壁面で得られる太陽光発電を算出した。そのうち、415 件のオフィスビルで一次エネル

ギー消費量の算出を行い、建物の形状や建物の性能（壁面の熱貫流率、窓の熱貫流率と日

射遮蔽係数）、敷地周辺の環境にカーボンニュートラル達成への影響を解析した。 

 

第 5 章では東京五輪・陸上男子マラソンのマラソンコースを対象として熱中症のリスク

を解析した。東京五輪・陸上男子マラソンでは、約三割の棄権者が出るほどの過酷なレー

スとなった。このような危険を避けるためにはマラソンコースの熱環境を正確に把握する

必要があるため、本手法を応用して、5ｍ間隔でマラソンコースの WBGT を算出した。マ
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ラソンコースの熱環境には樹木による影響もある。そこで、DEM データと空中写真より樹

木の GIS データの作成、および、正射影画像に樹木を投影することで樹木の影響も考慮し

た日射量の算出が可能となった。また、拡散日射量を放射輝度分布に変換して解析するよ

うに手法を改良し、より精緻な日射量解析が可能となった。 

 

第 6 章では各章の総括し、本手法によって得られた知見を述べる。また、手法の限界を

把握し、今後の展望を述べる。 
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第2章 日射データの作成手法の提案 

2.1 はじめに 

 近年の日射量のシミュレーションは周辺環境を加味した高精度な計算が求められる。一

般的には計算対象の周辺環境を3Dで再現することで、現実に即したシミュレーションを行

うが、この手法は計算に要するポリゴン情報が多くなるため、計算負荷が高くなる。その

ため、地域単位で日射量のシミュレーションを行いたい場合に、計算負荷が膨大となり、

様々な条件でパラメトリックスタディを実施するために多くの時間を割く必要がある。 

 本章では日射量のシミュレーションによる計算負荷を大幅に削減できる手法を提案した。

具体的には GIS データから抽出した建物の情報により周辺環境を正射影画像で再現し、そ

の画像を基に場所ごとの周辺環境を加味した日射量を算出した。これらのデータの精度の

確認するため、EnergyPlus によるシミュレーション結果と比較した。 
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2.2 使用するツール－R言語、EnergyPlus 

(1) R 言語 

本研究では R 言語をメインに利用し、正射影画像の作成、日射量の算出、および各章の

シミュレーションを行った。R言語は GNUプロジェクトによって提供されているデータ分

析に特化したオープンソースの統計解析ソフトである[1]。R言語は 1990年代の初頭に開発

がすすめられ統計処理に特化したフリーソフトとして注目され始めた。近年では Python と

ともに機械学習の開発にも利用されるようになっている。R 言語の操作系統は

CUI(command line interface)ベースである。そのため、文字入力による命令形式であるため、

処理内容をスクリプト化することでプラットフォーム間の移動が容易である。また、オー

プンソースであるため、多くのユーザーにより日々機能の拡張が行われており、

CRAN(The Comprehensive R Archive Network)を通じて、それらの機能を有するパッケージを

ダウンロードすることで、必要に応じて簡単に新しい機能を追加できる。そして、R 言語

は行列、リスト、配列などさまざまなデータ型の計算に対応しており、膨大なデータも高

速で処理を行い、グラフィック化して表示することが可能である。以上のようなメリット

により近年では R 言語を利用する民間企業も増加しており、今後、様々な情報が電子化し

ていく社会において、利用しやすいソフトウェアだといえる。 

 

(2) EnergyPlus 

本研究では EnergyPlus を用いて本手法で算出した日射量の精度を確認した。また、第 3

章の暖房負荷計算を行った。EnergyPlus とは米国のエネルギーシミュレーションプログラ

ムである BLAST 及び DOE-2 をベースとして開発された次世代のエネルギーシミュレーシ

ョンプログラムである[2]。ユーザー登録をすると無料で利用でき、また、ユーザーインタ

ーフェイスが全世界で開発されているため、利便性が高いプログラムとして広く利用され

ている。EnergyPlus の日本語版がないため、日本では未だ知名度が低いが、これらの状況

を改善するための研究や開発が行われたことで日本人向けのユーザーインターフェイスが

増加しており、日本での利用環境も整えられつつある。 
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2.3 GIS データの統合 

本研究では 2つの GISデータと 2つの DEMデータを利用した。ただし、それぞれのデー

タは測地系や座標、所持している内容が異なっており、正射影画像の作成に際し余計な誤

差が生じやすい。そのため、複数のデータを一つの GIS データに統合した。 

 

2.3.1 使用する GIS・DEM 

(1) GIS データ 

 GIS(Geographic Information System：地理情報システム)とは地勢，建築物，生物や植物の

生態分布等のデータベースを位置・空間情報を基に整理することで，情報を視覚的に表示

し，従来よりも高度な分析を可能にしたシステムである。 

 本研究で以下の 2 つの GIS データを使用した。 

 ・基盤地図情報：基本項目(国土地理院より提供[3]) 

 ・都市計画基礎調査データ(北海道より提供[4]) 

 

(2) DEM データ 

 DEM(Digital Elevation Model )とは地表面の地形を表した 3 次元座標の総称である。 DEM

は複数の地点の衛星画像や空中画像、または航空レーザー測量により、特定の格子間隔で

地表面をデジタル化している。DEM は建物や樹木を含めた標高を示す DSM(Digital Surface 

Model)とそれらを取り除いた標高を示す DTM(Digitarl Trrarent Model)の 2 種が存在します。

DEM の登場により、地形の標高や傾斜をデジタルで把握できるようになったため、DEM

と GIS の土地利用の情報をレイヤーとして重ね合わせることで、これまで予測できなかっ

た自然災害の防止などが可能になった。 

 本研究で以下の 2 つの DEM データを使用した。 

 ・基盤地図情報：数値標高モデル(国土地理院より提供[3]) 

 ・全世界デジタル 3D 地形データ(NTT データより購買[5]) 
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2.3.2 データのファイル形式 

4 つのデータはそれぞれ以下のファイル形式で保存されている。データを扱う上でファイ

ル形式を誤って理解しているとデータの取り込みに失敗するため、注意が必要である。 

1)Shapefile 

 Shapefile 形式とは存在する場所と形を示す図形情報(点・線・面で示される)に性質・特

長・数値である属性を加えた形式である。GIS データの標準フォーマットとされている。

Shapefile形式は shp拡張子(図形情報)・dbf拡張子(属性情報)・shx拡張子(図形情報と属性情

報の対応関係を示す)で構成されており、各データ形式はを単独手使用することはできない。

この他、GIS ソフトによって構成するデータ形式が追加されることもある。 

 都市計画基礎調査データが Shapefile 形式で保存されており、R 言語で専用のパッケージ

をインストールすることで編集が可能となる。 

2)GML 

 GML(Geography Markup Language)とは地理情報を記載するXMLベースのマークアップ言

語である。国際標準化機構（ISO）によって仕様が標準化されている。Shapefile と同様に

図形情報と属性情報をもつが、XML ベースとしているため、web やシステム間でのデータ

のやり取りが Shapefile と比べて容易に行える。 

 基盤地図情報の数値標高モデル、基本項目が GML 形式で保存されており、国土地理院

より適用されている基盤地図情報ビューアで表示、およびデータの抽出が可能である。 

3)TIFF・GeoTIFF 

 TIFF(Tagged Image File Format)とは画像データのフォーマットの一種であり、複数の画像

をタグ情報と 1つの TIFFファイルとしてまとめることができる。そのため、データのサイ

ズが大きくなるが、様々なアプリケーションに対応できる。画像データはピクセルを格子

状に配置したデータのことである。 

 GeoTIFF とは TIFF ファイルに地理情報を付加した情報である。後述する DEM も一定間

隔のメッシュごとに標高データを与えているため、DEMの保存形式としてGeoTIFFが利用

される。 

  全世界 3D 地形データは GeoTIFF 形式であり、R 言語で専用パッケージをインストール

することで編集することが可能である。 
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2.3.3 基盤地図情報 

 GIS の強みは地理空間情報で整理した情報をレイヤーとして重ね、考察することができ

ることである。そのため、国や地方公共団体、民間事業者等が調査し作成された GIS デー

タが一つの地理空間情報を基準とすることが望ましい。そして、その基準として提供され

た電子地図が基盤地図情報である[3]。基盤地図情報として「基本項目」「数値標高モデル」

「ジオイド・モデル」の 3 種類のデータが無料で提供されている。 

 「基本項目」では地理空間情報活用推進基本法 第二条第三項で定められた地理空間情

報に関する以下の 13 項目が提供されており、これらは GIS データとして利用できる。 

１）測量の基準点 ８）軌道の中心線 

２）海岸線 ９）標高点 

３）公共施設の境界線（道路区域界） １０）水涯線 

４）公共施設の境界線（河川区域界） １１）建築物の外周線 

５）行政区画の境界線及び代表点 １２）市町村の町若しくは字の境界線及び代表点 

６）道路縁 １３）街区の境界線及び代表点 

７）河川堤防の表法肩の法線   

 

 「数値標高モデル」では地表面の標高を格子状に測定した結果を示している。標高とは

平均海面からの高さを示し、日本では東京湾の平均海抜である「東京湾平均海面」を標高

の基準としている。5mメッシュと 10mメッシュの 2種類が提供されており、作成には航空

レーザー測量による結果、写真測量による結果、地形図の等高線を利用している。 

 「ジオイド・モデル」では重力データと標高データをもとに求められた 250 メッシュの

格子状に各点のジオイド高の結果を示している。ジオイドとは重力以外の影響を取り除い

たときの仮想的な海面である。つまり、生物による振動や風による影響を受けておらず、

波が立っていない静かな状態の海面である。ジオイド高とはジオイドを地球表面として、

この地球表面をもとに回転楕円体を想定したさいに、ジオイドと回転楕円体に生じる距離

を示す。 

 この 3 種類のデータは GML 形式(拡張子 xml)で提供されており、同サイトで配布されて

いる基盤地図情報ビューアを利用することで地理情報として確認でき、また、別の形式に

変換し利用することができる。 

 本研究では DTM データとして数値標高モデルの 10ｍメッシュと GIS データとして基本

項目を利用した。 
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2.3.4 都市計画基礎調査データ 

都市計画基礎調査データとは各市町村で 5年ごとに都市計画の基礎となる土地利用現況･

建物現況･都市施設･市街地整備の状況等の調査結果をまとめたデータである[4]。近年、コ

ンピュータのデータ処理能力の向上や GIS の利用普及により、都市計画基礎調査データは

GIS に関する研究資料や都市計画のおける現状や今後の動向把握の基礎資料として利用さ

れるようになっている。調査項目は 10項目に分類されており、市町村ごとにこの項目のほ

かに地域の特徴により必要とされる調査を加えたデータが整理されている。表 2-1 に調査

項目を示す。 

 本研究では北海道より提供していただいた建物に関する都市計画基礎調査データを使用

する。このデータは平成 23 年の調査に基づいており、札幌市に存在する 625440 件の建物

に関る情報が明記されている。保存形式は Shapefile 形式である。  

表 2-1 調査項目 

分類 データ項目 分類 データ項目 

人口 

人口規模 
都市施設 

都市施設の位置・内容等 

DID 道路の状況 

将来人口 

交通 

主要な幹線の断面交通量・混雑度・旅行速度 

人口増減 自動車流動量 

通勤・通学移動 鉄道・路面電車等の状況 

昼間人口 バスの状況 

産業 
産業・職業分類別就業者数 地価 地価の状況 

事業所数・従業者数・売上金額 

自然的環境等 

地形・水系・地質条件 

土地利用 

区域区分の状況 気象状況 

土地利用現況 緑の状況 

国公有地の状況 レクリエーション施設の状況 

宅地開発状況 動植物調査 

農地転用状況 

公害及び災害 

災害の発生状況 

林地転用状況 防災拠点・避難場所 

新築動向 公害の発生状況 

条例・協定 
景観・歴史資源等 

観光の状況 

農林漁業関係施策適用状況 景観・歴史資源等の状況 

建物 

建物利用現況     

大規模小売店舗等の立地状況     

住宅の所有関係別・建て方別世帯数     
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2.3.5 全世界デジタル 3D地形データ 

 全世界デジタル 3D 地形データ(AW3D)は株式会社 NTT データと一般財団法人リモート・

センシング技術センターが共同で提供している標高データセットである[5]。AW3D は独立

行政法人宇宙航空研究開発機構(JAXA)の陸域観測技術衛星「だいち(ALOS)」の観測デー

タより作成されている。「だいち」が搭載しているセンサは「PRISM 」と呼ばれており、

「だいち」の前方・直下・後方の 3 方向を同時に、かつ、地表を 2.5m の分解能で観測する

ことができるため、世界でも最高精度の標高データが提供できる。現在は最も高精細化さ

れたデータとして 2mメッシュの数値標高モデル(DEM)、オルソ画像、加工製品が提供され

ている。 

 本研究では 5m メッシュの DSM データを札幌市内の 20km 四方の範囲で利用している。

図 2-1 に本研究で使用している DSM データを示す。 

 

 

図 2-1 DSMデータによる建物高さを考慮した標高 
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2.3.6 測地系 

 測地系とは地球上の位置を座標(緯度・経度・標高)により示すシステムである。測地系

を定める３要素として準拠楕円体、ジオイド面、測地座標系が存在する。 

 準拠楕円体と地球を近似したことで想定される楕円体である。測地測量の基準として利

用され、緯度経度で示される。WGS84、GRS80 等、測量の対象や国により利用されている

楕円体が異なる。ジオイド面とは 2.3.3節でも説明したように、重力以外の要因を取り除い

たときに想定される仮想の海面である。標高はこのジオイド面からの高さである。測地座

標系とは地球上の位置を直交座標系で示したシステムである。地球は楕円体であるが、緯

度経度で示すと赤道から離れるほど経度の 1°の距離が狭くなっていくため、測量では扱

いづらいとされている。そのため、測量では扱いやすい XY で示される直交座標系が利用

される。ただし、広い範囲を直交座標系で示すと、地球が楕円体であるため、端に行くほ

ど歪みが生じる。そのため、直交座標系は歪みが一定限度で収まる範囲で利用される。面

積が広い国では多くの座標系を設けることでカバーしている。 

 日本では平面直角座標系により測地系を示しているが、2002 年以前はベッセル楕円体を

基準とした日本測地系が採用されており、2002年以降はGRS80の緯度経度を基準とする世

界測地系に変更された。日本で平面直角座標系の位置の基準となる緯度経度は 19か所存在

し、測定する場所に応じた系番号の平面直角座標系を利用する。ただし、先にも述べたよ

うに 2002 年以前の地理情報を利用する場合、最新の地理情報の座標と 400ｍほど誤差が生

じるので、注意が必要である。 
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2.3.7 データの範囲 

 図 2-2 に使用可能なデータの範囲を示す。図の緑の枠内が都市計画基礎調査データ(以降、

本文では都市計画基礎調査データを GIS データと称す)と基盤地図情報の数値標高モデル

(以降、本文では数値標高モデルを DTM データと称す)が有している情報の範囲を示し、赤

い枠内が全世界デジタル 3D 地形データ(以降、本文では全世界デジタル 3D 地形データを

DSM データと称す)が有している情報の範囲である。 

 本研究では 3 つのデータが確実に存在する範囲として黄色の枠内をシミュレーションの

対象とした。計算対象となる建物は 97827 件存在している。エリアの北東部には札幌駅が

存在しており、その周辺には北海道大学や商業施設が存在している。エリアの北西部や南

東部は住宅街が存在している。エリアの南西部には藻岩山が存在しており、山中や麓に位

置する建物は藻岩山の影響を受け、取得日射量の減衰が予想される。 

  

図 2-2 所持しているデータの範囲 
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2.3.8 ２つの GISデータの重ね合わせ 

使用した GIS データは都市計画基礎調査データと基盤地図情報-基本項目である。基本項

目は都市計画基礎調査データより新しいデータであるため、建物の形体は基本項目より取

得した。基本項目には建物の用途が付与されているが、情報量が少なくオフィスビルなど

の判断がつきにくい。そのため、都市計画期調査データより建物の用途を基盤地図情報に

付与する。基本項目と都市計画基礎調査データのそれぞれの建物が持つ重心座標が同じと

き、基本項目に都市計画基礎調査データの建物の用途を付与した。各データの重心座標を

比較するとき、基本項目と都市計画基礎調査データの測地系が異なるため注意が必要であ

る。基本項目の測地系は世界座標系（JGD2011）であり、都市計画基礎調査データの測地

系は日本座標系（tokyo EPSG 4301）である。世界座標系（JGD2011）と日本座標系（tokyo 

EPSG 4301）の間には誤差がある。本研究では世界座標系で測地系を統一した。日本座標

系を世界測地系に変換する場合は横方向に-306.2613、縦方向に 263.3065 座標をずらす。図 

2-3 は日本測地系から世界測地系へ変化するときの例を示す。 

 

 

図 2-3 2つの GISデータ間の誤差 
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2.3.9 標高の追加 

 正射影画像の作成では建物の高さが必要となる。これらの高さを正確にとらえるために

は、建物の高さと地表面の標高座標が必要となる。しかし、GIS データの建物情報には標

高座標が存在しないため、基盤地図情報-数値標高モデル（DTM データ）と全世界デジタ

ル 3D 地形データ（DSM データ）の 2 つの DEM データを用いて建物に高さを追加した。 

基本項目と数値標高モデルの測地系は世界座標系（JGD2011）であり、AW3D の測地系は

世界座標系（JGD2000）である。JGD2011 は平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震に伴

い、大きな地殻変動が観測されたため、JGD2000 から新たに改定された水準標高である。

ただし、本研究で対象とする北海道は改定の対象外となる地域であるため、JGD2011 と

JGD2000 の位置情報は同じ値として扱った。  

 2.4節で既述したようにDTMデータとDSMデータは格子上にデータが保存されている。

そのため、格子の間隔を基に抽出する範囲を建物の重心座標を中心として設定することで

最も近いデータを抽出することができる。DSM データを抽出する範囲は 5m 四方としてい

る。DTM データは 10 メッシュのデータとされているが実際には若干のずれが生じており、

さらに格子が傾いているため、横方向に 9.05m、縦方向に 12.60m の四角を DTM の抽出す

る範囲としている。図 2-4 に各データの抽出範囲を示す。 

  

図 2-4 抽出する範囲 
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2.4 正射影画像の作成 

GIS データより正射影画像の作成手法を提案した。作成手順は解析したい建物（以降、

対象建物と称す）を 1 件選択し、その対象建物の周辺環境となる正射影画像として作成す

るための手順を説明した。 

 

2.4.1 対象建物の選択 

 正射影画像を作成するために、対象建物の重心座標を特定する必要がある。盤地図情報

ビューアを用いることで基盤地図情報よりダウンロードした数値標高モデル、基本項目を

取り込み地図画像として表示できる。対象建物を地図上で確認し、マウスカーソルを移動

することで、画面右下に世界測地系で平面直角座標系の座標と緯度経度が表示される。こ

のようにして解析地点のおおよその座標を確認する。以降の計算処理は R により実施する。 

 R での解析ではさらに GIS より対象建物を取り出し、建物の正確な情報を得る必要があ

る。確認した重心座標に最も近い重心座標を持つ建物データを GIS データより抽出する。

抽出した建物は一度プロットし、基盤地図情報ビューアの建物の形状と同じか確認する。

図 2-5 に対象建物の選択方法を示す。  

 

 

図 2-5 対象建物の選択方法 
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2.4.2 周辺の建物の抽出 

対象建物の周辺に存在する建物（以降、周辺建物と称す）を GIS データより抽出する。

抽出する範囲は対象建物の重心座標を中心とした円内に存在する建物としている。円の半

径 R(以降、解析範囲と称す)が 0m 以上 200m 未満となる範囲内にある GIS データの情報を

周辺建物とする。また、図 2-6 に解析範囲を示す。周辺建物と周辺地形の境目となる解析

範囲は本節では 200m としているが、のちの節で適切な解析範囲を検討する。 

 

図 2-6 対象建物の解析範囲 
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2.4.3 周辺建物の投影 

 正射影画像へ 1 件の周辺建物を投影するための手順は以下の通りである。 

STEP 1：周辺建物の形状を把握 

 周辺建物の建物情報より、外形線の頂点の情報を抽出した。 

STEP 2：周辺建物の座標の編集 

 外形線の座標は対象建物の重心座標を中心とした座標に変換した。この時、重心座標の

高さは DEM データより抽出した地表面の標高とした。周辺建物の高さは DSM データより

抽出した標高としたのちに、さらに重心座標の高さを引くことで、重心座標に対する相対

的な高さとした。また、この変更により周辺建物の高さが重心座標の標高より低くなった

場合は、相対的な建物の高さは 0 とする。 

STEP 3：正射影画像上に周辺建物を射影 

 図 2-7 のような対象建物の重心座標 G を原点とした半球体が存在する座標系を想定した。

半球体の底面は地表面とした。建物の頂点Nの座標を(Nx，Ny，Nz)としたとき，半球面上に

投影される座標 C は以下の式 2-1、2-2 で示す。 

(𝐶𝑥, 𝐶𝑦, 𝐶𝑧) = 𝑘(𝑁𝑥 − 𝐺𝑥 , 𝑁𝑦 − 𝐺𝑦 , 𝑁𝑧 − 𝐺𝑧) 2-1 

𝑘 =  
1

√(𝑁𝑥 − 𝐺𝑥)2 + (𝑁𝑦 − 𝐺𝑦)
2

+ (𝑁𝑧 − 𝐺𝑧)2

 
2-2 

𝑁𝑥：建物の頂点座標 N の x 座標 

𝑁𝑦：建物の頂点座標 N のｙ座標 

𝑁𝑧：建物の頂点座標 N のｚ座標 

𝐺𝑥：重心座標 G の x 座標 

𝐺𝑦：重心座標 G のｙ座標 

𝐺𝑧：重心座標 G のｚ座標 

𝐶𝑥：半球状に投影された N の x 座標 

𝐶𝑦：半球状に投影された N のｙ座標 

𝐶𝑧：半球状に投影された N のｚ座標 

 Cを垂直に下すことで正射影画像上の座標Pを算出した。座標Pは以下の式 2-3で示す。 

(𝑃𝑥 , 𝑃𝑦, 𝑃𝑧) = (𝐶𝑥 , 𝐶𝑦, 0) 2-3 
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図 2-7 正射影画像作成図 

 式 2-1～2-3 を繰り返すことで隣接する建物の全ての点 N を正射影画像上に投影する。正

投影画像に投影された複数の座標 P からなる多角形を着色することで，建物を取り込んだ

正投影画像を表示できる。以上の手順を周辺建物全件に対して行うことで正射影画像上に

周辺建物を表示できる。図 2-8 に正射影画像の作成工程を示す。 

 

図 2-8 正射影画像の作成工程 
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2.5 日射データの作成 

拡張アメダス気象データの直達日射量と拡散日射量を正射影画像により編集することで、

場所ごとの周辺環境を加味した日射データを作成した。 

 

2.5.1 拡張アメダス気象データ 

 本研究で作成される気象データは対象とする地点の周辺環境により拡張アメダス気象デ

ータを編集することで作成される[6]。気象庁から入手可能な気象データは全国の設置され

ている観測所より計測されており、計測結果をもとに気象災害の防止や軽減を行うシステ

ムが地域気象観測システム(アメダス：AMeDAS)である。地域気象観測システム観測所の

観測項目について表 2.1.1 に示す。気象官署の内、約 60 か所ではさらに気圧、湿度、積雪

の深さ、降雪の深さ、日射量、雲、視程、大気現象等の気象観測が行われている。  

 温熱環境、空気環境、光環境等のシミュレーションは気象条件に大きな影響を受ける。

そして、気象条件は地域ごとに特徴があるため、シミュレーションを行う場合はシミュレ

ーション対象が存在する地域の気象データを利用する必要がある。気象データとしては測

定項目が多く、精度が高い気象官署で観測されたデータを使用することが最も良いとされ

ているが、観測所の数が全国でも 156 か所しかないため、シミュレーションで利用できる

箇所が限られている。4 要素観測所で観測されたデータを使用する場合は、観測所の数が

多くあるため、様々な場所でシミュレーションが可能であるが、観測の精度が低いため、

データの欠落や異常な値を示す場合がある。そこで、室内外環境シミュレーションに用い

る目的で開発された気象データが拡張アメダス気象データである。 

 拡張アメダス気象データは観測された気象データの欠落の補充、異常な値の修正、不足

している気象項目の補充をすることで作成されている。基となる気象データは気象官署が

近い地域は気象官署で観測されたデータを用い、それ以外の地域は 4 要素観測所で観測さ

れたデータを用いている。シミュレーションでは対象とする地点の複数年の拡張アメダス

気象データをもとに、代表的な年間気象データとして作成された標準年拡張アメダス気象

データが利用される。 

 ただし、この気象データによるシミュレーションでは周辺環境が加味されていない。現

実に即したシミュレーションをするためには周辺環境を 3D モデルで再現する必要がある

が、これはポリゴン情報が増加するため、計算負荷の増加が問題となる。そこで、気象デ

ータを正射影画像により編集することで周辺環境を加味したシミュレーションを行った。 
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2.5.2 直達日射量の算出 

 法線面直達日射量が取得可能化の判定には正射影画像上の太陽位置を把握する必要があ

る。太陽位置の算出式は松本らが提唱した手法を利用した[7-11]。松本らは日本で太陽位置

計算の精度が高いとされる海上保安庁の水路部の式をもとに、水路部の式の計算結果より

も精度が高く簡易な太陽位置計算式を考案している。以下の式 2-4～2-6 が太陽位置を求め

ることができる。 

sin ℎ = sin 𝜑 ∙ sin 𝛿 + cos 𝜑 ∙ cos 𝛿 ∙ cos 𝑡 2-4 

𝑠𝑖𝑛𝐴 =
cos 𝛿 ∙ sin 𝑡

cos ℎ
 2-5 

cos 𝐴 =
sin ℎ ∙ sin 𝜑 − sin 𝛿

cos ℎ ∙ cos 𝜑
 2-6 

𝑡：計算対象とする標準時[時] 

𝜑：計算対象地点の経度[°] 

𝛿：太陽の視赤緯[°] 

ℎ：太陽高度[°] 

𝐴：太陽方位角[°] 

 

φ は本研究で解析する札幌の北緯 43.06417 を入力した。太陽方位角は真南を 0 とし、西

回りを正，東回りを負としている。また、式に必要な t、δ は以下の式 2-7～2-13 で求めら

れる。 

𝑡 = 15(𝑇𝑚 − 12) + (𝐿 − 𝐿0) + 𝐸𝑡 2-7 

𝛿 = tan−1(
sin 𝛹 ∙ sin 𝜀

√1 − sin2 𝛹 ∙ sin2 𝜀
 ) 2-8 

𝐸𝑡 = { ∑ 𝑃𝑖 ∙ cos(𝑄𝑖 ∙ 𝑇 + 𝑅𝑖) − 0°. 0057

18

𝑖=17

} cos 𝜀 + tan−1(
tan 𝛼𝑚

′ − tan 𝛹 ∙ cos 𝜀

1 + tan 𝛼𝑚
′ ∙ tan 𝛹 ∙ cos 𝜀

) 2-9 

𝛹 = ∑ 𝑃𝑖 ∙ cos(𝑄𝑖 ∙ 𝑇 + 𝑅𝑖) + 𝑃16 ∙ 𝑇 ∙ cos(𝑄16 ∙ 𝑇 + 𝑅16)

18(𝑖≠16)

𝑖=1

 2-10 

𝜀 = −23°26′21′′. 448 + 46′′. 8150 ∙ 𝑇 + 0′′. 00059 ∙ 𝑇2 − 0′′. 001813 ∙ 𝑇3

− 0°. 00256 cos(1.934° ∙ 𝑇 + 235°)
− 0°. 00015 cos(72.002° ∙ 𝑇 + 201°) 

2-11 

𝛼𝑚
′ = 15°(18ℎ41𝑚50𝑠. 54841 + 8,40184𝑠. 812866 ∙ 𝑇 + 0𝑠. 093104 ∙ 𝑇2

− 0𝑠. 0000062 ∙ 𝑇3) 
2-12 

𝑇 =
𝐽𝐷𝑇𝐶𝐺 − 2451545.0

36525
 2-13 

𝑇𝑚：計算対象とする標準時[時] 

𝐿：標準時を代表する地点の経度[°] 

𝐿0：計算対象地点の経度[°] 
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𝐸𝑡：計算対象時の均時差[°] 

𝑃： 𝐸𝑡、𝛹を求めるときの係数[-] 

𝑄： 𝐸𝑡、𝛹を求めるときの係数[-] 

𝑄： 𝐸𝑡、𝛹を求めるときの係数[-] 

𝛹：太陽の視黄経[◦] 

𝜀：真黄道傾斜角[◦] 

𝛼𝑚
′ ：平均太陽の赤経[◦] 

𝑇：ユリウス世紀数[-] 

𝐽𝐷𝑇𝐶𝐺： 地心座標時 TCG に対するユリウス日[-] 

 

L0、L は東経を正としており、L0は日本の標準時である明石の経度である東経 135°を入

力する。また、本研究の解析地点は札幌市を対象とする事例のみなので、L を札幌市の経

度である 141.34694°とした。Tmは計測時間を入力した。Q、R、T は Ψ、Etを求めるとき係

数であるが、i によって値が変化する。本研究では MetDS（株）気象データシステムによ

って公開された資料に記載の係数を参照した[12]。T のユリウス世紀であり、地心座標時 

TCG から求めることができる。地心座標時は計算対象の時刻より以下の式 2-14～2-16 で求

められる。 

𝑇𝑢 =
𝐽𝐷𝑢 − 2451545.0

3652
 2-14 

(1) 1971 年 1 月 1 日～ 2010 年 12 月 31 日 のとき 

𝛥𝑇1 =
80𝑠. 84308

1 + 0.2605601 ∙ exp(−4.423790𝑇𝑢)
− 0𝑠. 311 

(2) 2011 年 1 月 1 日以降 

𝛥𝑇1 =
35𝑠. 88950

1 + 0.1494554 ∙ exp(−9.796888𝑇𝑢)
− 32𝑠. 184

+
86400𝑠

6.969290134 ∙ 1010
(36525 ∙ 𝑇𝑢 + 8611.9996275) 

2-15 

𝑇𝐶𝐺 = 𝐽𝑆𝑇 − 9ℎ +
𝛥𝑇1

3600
 2-16 

𝑇𝑢：J2000.0 を元期とするユリウス世紀数[-] 

𝐽𝐷𝑢：世界時のユリウス世紀日[−] 

𝛥𝑇1：時差補正値[-] 

𝑇𝐶𝐺：地心座標時[時] 

𝐽𝑆𝑇：計算対象時刻[時] 

 ユリウス日とは BC4713年 1月 1日の正午から数えた通し日数のことである。計算した年

月日までの通し日数に直前の正午からの経過時間を小数点として追加することで求めるこ

とができる。JDuを求めるときは世界時を用い、JDTCGを求めるときは TCG を用いる。 

日本の場合、誤差を考慮して計算対象時刻から 9 時間引いた値を世界時とした。  
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 式 2-4～2-16 の式により正射影画像に投射する太陽位置を算出した。図 2-7 のような対象

建物の重心座標 G を原点とした半球体を想定した。図 2-9 に太陽位置挿入の概念図を示

す。半球体の x を東西軸、y を南北軸、z を標高とすると、半球体面上に存在する太陽の座

標 Csun、および正射影画像に投影された太陽の座標 Psunは式 2-17、2-18 で示される。 

𝐶𝑠𝑢𝑛 = (cos ℎ ∙ sin 𝐴 , cos ℎ ∙ cos 𝐴 , sin ℎ) 2-17 

𝑃𝑠𝑢𝑛 = (cos ℎ ∙ sin 𝐴 , cos ℎ ∙ cos 𝐴 , 0) 2-18 

𝐶𝑠𝑢𝑛：半球面上の太陽の座標 

𝑃𝑠𝑢𝑛：正射影画像上の太陽の座標 

 

図 2-9 太陽位置挿入の概念図 

図 2-10に太陽を挿入した正射影画像を示す。Csunの z座標が 0以下の時は太陽高度が 0以

下の時である。つまり、夜間の時間帯であるため、正射影画像上には太陽が表示されない

ようにし、その時間帯の法線面直達日射量は得られないと判断した。求めた正射影画像上

の太陽が天空（黒色のエリア）であれば、その時間帯の法線面直達日射量が得られると判

断した。 
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図 2-10 太陽位置の挿入した正射影画像 

 

水平面直達日射量を求める場合は太陽高度より以下の式 2-19 で求めた。 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒 = 𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚 ∙ sin ℎ 2-19 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒：水平面直達日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚：法線面直達日射量[W/m2] 
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2.5.3 拡散日射量の算出 

 取得可能な水平面拡散日射量の算出には対象建物の天空率が必要である。天空率とは正

射影画像のおける天空の割合であるため、以下の式 2-20 で示される。 

𝑆𝑉𝐹 =
𝑁𝑠𝑘𝑦

𝑁𝑎𝑙𝑙
 2-20 

𝑆𝑉𝐹：天空率[-] 

𝑁𝑠𝑘𝑦：天空部分のピクセル数[px] 

𝑁𝑎𝑙𝑙：正射影画像全体のピクセル数[px] 

 

図 2-11 に Nskyと Nallの範囲を示す。正射影画像の場合、円内が Nall、円内の黒色の天空

部分が Nskyとなる。 

 

図 2-11 Nallと Nskyの範囲 

 水平面拡散日射量は天空率と乗じることで算出した。以下に水平面拡散日射量を算出す

る式 2-21 を示す。 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓 = 𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓
′ ∙ 𝑆𝑉𝐹 2-21 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓：拡散日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓
′ ：気象データの拡散日射量[W/m2] 

  

 2.5.2 節、2.5.3 節で求めた直達日射量と拡散日射量より全天日射量を算出した。以下に全

天日射量を算出する式 2-22 を示す。 

𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏 = Idire + 𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓 2-22 

𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏：全天日射量[W/m2] 
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2.6 手法の精度確認 

本節では作成した手法の解析範囲の検討と整合性の確認を行った。図 2-12 に解析の対象

であるエリア A～C と周辺の建物を示す。また、表 2-2 と表 2-3 に図 2-12 の全体図に表示

されているすべての建物の用途と階数を示す。解析の対象とする建物は札幌市に存在する

エリア A~C 内に存在する建物とした。ただし、エリア A～C の建物の内、母屋以外の建物

（倉庫、車庫、物置、その他)は解析の対象外とし、図 2-12 にグレーで表示した。周辺建

物は 3 街区と街区を中心として約 600m 以内の建物とした。周辺建物の内、地上階の階数

が判明しない建物は取り除いた。対象とする街区は公園や駐車場といった建物が存在しな

い空間や逆に建物が密集している空間もある。周辺建物の特徴は住宅・共同住宅が多いた

め、低層(1～3 階)の建物が全件の中で最も多くなっているが、中層(4～6 階)や高層(7 階以

上)の建物も対象街区の周辺に散見している。以上より、対象街区内の各建物に入射する日

射量は大きくばらつきがあると考えられる。 

  

図 2-12 解析範囲                               

  



日射データの作成手法の提案 

35 

 

表 2-2 解析範囲内に存在する建物の用途と件数 

建物用途 件数 

運輸・倉庫施設 39 

共同住宅 618 

文教厚生施設 150 

業務施設 183 

商業施設 71 

宿泊施設 18 

作業所併用住宅 50 

店舗併用住宅 95 

住宅 418 

軽工業施設 6 

サービス工業施設 6 

官公庁施設 10 

その他の施設 10 

遊技施設 2 

家内工業施設 1 

合計 1677 

 

表 2-3 解析範囲内に存在する建物の高さと件数 

階数 1 階 2 階 3 階 4 階 5 階 6 階 7 階 8 階 9 階 10 階 

件数 155 676 323 148 73 44 29 48 30 57 

階数 11 階 12 階 13 階 14 階 15 階 16 階 18 階 20 階 40 階 合計 

件数 37 4 12 13 22 1 1 3 1 1677 
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2.6.1 解析範囲の決定 

 正射影画像は周辺建物を抽出する解析範囲が広いほど、周辺環境の高い精度で再現でき

る。一方で、周辺建物が多すぎると計算負荷が高くなってしまう。そのため、適切な解析

範囲を設定するために、解析範囲を 50m から 400m まで 50m ごとに正射影画像を作成のの

ち、取得可能な日射量の変化が微小になる距離を確認した。解析距離別の正射影画像を図 

2-13 に示す。 

 

図 2-13 解析範囲の距離別天空率 
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  作成した正射影画像より日射量を算出し、縦軸は解析範囲が最も広い 400m の場合の

日射量に対する各解析範囲の日射量の差より誤差の検討を行った。図 2-14 に算出結果を示

す。縦軸は解析範囲が最も広い 400m の場合に算出される年積算日射量と横軸に示した解

析範囲の場合に算出される年積算日射量の差を絶対値で示している。図内の線は 1 本ごと

に 1 地点の差を示している。また，各解析範囲の差の最大値を図中に示す。 

 図 2-14 より解析範囲が 50m の場合，取得日射量の差は対象建物ごとに異なり，最大で

472 kWh/m2となった。しかし、解析範囲が 100m になると取得日射量の差は 19 kWh/m2ま

で抑制され、解析範囲が 200m 以上になる場合、日射量の差は 3kWh/m2となり、350m まで

一定となった。 

 以上より、対象建物の解析範囲が近距離である場合、シミュレーション対象の周辺環境

によっては取得日射量に大きな誤差が生じるが、200mより伸長する取得日射量に誤差がほ

とんど抑えられると考えられる。そのため ,札幌市を対象にしたエリアでは解析範囲を

200mに設定することで取得日射量の誤差を抑制した正確な日射量が算出されると考えられ

る。本研究では以降の計算において、対象建物の解析範囲を 200m とする。今回の検討は

札幌市を対象として行っているため、今後は他地域の解析範囲を検証する必要がある。 

  

図 2-14 解析範囲毎の年積算水平面全天日射量の差(各半径 R-半径 R：400) 
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2.6.2 手法の精度検証 

 作成したデータの精度を検証するために，EnergyPlusを用いて解析範囲 200m以内の周辺

建物の形状を 3D モデルで再現し，水平面全天日射量を算出した。 

建物の重心座標（高さは地表面）に測定位置を設置して時刻ごとの日射量を求め，本手法

を用いて得られた時刻毎日射量との比較を行った。手法により算出したデータをデータ A，

EnergyPlus より算出された結果をデータ B とする。図 2-15 に作成したモデルの例を示す。

図 2-16にデータ Aとデータ Bの時刻毎水平面全天日射量の相関性を示す。図内の赤線はデ

ータ A とデータ B の 1 時間に得られる水平面全天日射量が同値であるときにプロットされ

る座標を示しており、プロットされた点が赤線に近いほど 2 種のデータ間の誤差が少ない

と考えられる。表 2.6.2 に各対象建物の計算結果として天空率、時間最大日射量(RMSE、デ

ータ A、データ B)、年積算日射量(データ間の差の絶対値、データ A、データ B)、算出デ

ータに対する誤差の割合を示す。RMSE とは精度評価指標の 1 つであり、以下の式 2-23 で

示される。 

 

𝑅𝑀𝑆𝐸 = √
1

𝑛
∑(𝐼𝐴(𝑡) − 𝐼𝐵(𝑡))

2
𝑛

𝑡=1

 2-23 

𝑅𝑀𝑆𝐸： 精度評価指標[-] 

𝑛： データ数[-] 

𝐼𝐴(𝑡)： データ A の時刻毎水平面全天日射量[Wh/m2] 

𝐼𝐵(𝑡)： データ B の時刻毎水平面全天日射量[Wh/m2] 

図 2-16 よりプロットされた値はおおよそ赤線に沿っていることから、2 種のデータ間に

相関性があることが予想される。表 2-4 の RMSE に注目すると最も大きい値は B6 の

63.082Wh/m2 となった。また、B6 の 2 種のデータの時刻毎最大水平面全天日射量はデータ

A が 794.058 Wh/m2、データ B が 868.768 Wh/m2となり、この値対する RMSE の値はデータ

A が約 8%、データ B が約 7%であることが示された。年積算水平面全天日射量の誤差に注

目すると最も大きな値は A17の 0.053 MWh/m2となった。また、A17の年積算水平面全天日

射量はデータ A が 0.865 MWh/m2、データ B が 0.918 MWh/m2となり、この値に対する誤差

の割合はデータ A、B ともに約 6%であることが示された。 

 以上の事から 2 種のデータ間の誤差は非常に小さいと考えられる。また，それぞれの解

析に要した時間を測定した結果，EnergyPlusが30分を要することに対し，本手法では1/120

の 15 秒となった。つまり、1%以下で計算処理が可能である。このことから，多くの計算

パターンが必要な場合，本手法の利用が有効である。 
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図 2-15 作成したモデルの俯瞰図 

  



日射データの作成手法の提案 

40 

 

 

図 2-16 データ Aとデータ Bの時刻毎水平面全天日射量の相関性  
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表 2-4 各対象建物の計算結果 

地点名 天空率[-] 

時刻毎最大水平面全天日射量

[W/m2] 
RMSE/時間最大日射量[%] 

年積算水平面全天日射量

[MW/m2] 
誤差/年積算日射量[%] 

RMSE データ A データ B データ A データ B 誤差 データ A データ B データ A データ B 

A1 0.602 50.612 794.309 871.788 6.372 5.806 0.036 0.558 0.522 6.419 6.860 

A2 0.559 55.025 786.977 869.381 6.992 6.329 0.051 0.759 0.809 6.678 6.260 

A3 0.482 57.288 770.884 862.242 7.432 6.644 0.020 0.478 0.458 4.266 4.456 

A4 0.730 55.031 826.715 880.081 6.657 6.253 0.015 0.777 0.762 1.948 1.987 

A5 0.709 49.028 821.595 880.874 5.967 5.566 0.017 0.788 0.805 2.094 2.051 

A6 0.576 52.964 790.005 868.146 6.704 6.101 0.013 0.603 0.590 2.219 2.269 

A7 0.469 58.944 771.003 862.899 7.645 6.831 0.001 0.481 0.479 0.304 0.305 

A8 0.572 56.492 789.235 870.209 7.158 6.492 0.024 0.653 0.677 3.697 3.566 

A9 0.498 58.295 776.034 863.543 7.512 6.751 0.038 0.632 0.670 6.076 5.728 

A10 0.874 43.373 863.364 890.933 5.024 4.868 0.013 1.027 1.040 1.281 1.265 

A11 0.689 56.847 816.567 877.285 6.962 6.480 0.005 0.818 0.823 0.670 0.665 

A12 0.750 57.920 831.861 883.049 6.963 6.559 0.024 0.858 0.882 2.780 2.704 

A13 0.391 59.766 757.065 857.833 7.894 6.967 0.016 0.416 0.433 3.929 3.781 

A14 0.604 55.310 795.107 873.790 6.956 6.330 0.041 0.686 0.728 6.035 5.692 

A15 0.690 50.536 816.702 876.170 6.188 5.768 0.014 0.728 0.714 1.960 1.999 

A16 0.778 45.403 838.867 883.875 5.412 5.137 0.029 0.950 0.979 3.066 2.975 

A17 0.627 46.305 800.786 872.219 5.782 5.309 0.053 0.865 0.918 6.078 5.729 

B1 0.789 46.577 841.855 885.123 5.533 5.262 0.026 0.961 0.987 2.710 2.639 

B2 0.688 49.491 816.236 876.734 6.063 5.645 0.014 0.797 0.811 1.764 1.733 

B3 0.819 48.905 849.326 887.537 5.758 5.510 0.020 0.927 0.947 2.147 2.102 

B4 0.704 46.414 820.207 876.999 5.659 5.292 0.005 0.810 0.814 0.568 0.565 

B5 0.750 45.446 832.006 882.534 5.462 5.150 0.027 0.896 0.922 2.969 2.884 

B6 0.599 63.082 794.058 868.768 7.944 7.261 0.000 0.649 0.648 0.059 0.059 

B7 0.704 46.945 820.343 878.280 5.723 5.345 0.041 0.899 0.940 4.551 4.352 

B8 0.735 55.544 828.052 879.067 6.708 6.318 0.028 0.763 0.735 3.704 3.847 

B9 0.648 58.096 805.967 876.839 7.208 6.626 0.003 0.626 0.623 0.423 0.424 

B10 0.806 50.064 846.042 886.433 5.917 5.648 0.015 0.927 0.943 1.626 1.600 

B11 0.843 46.927 855.439 888.601 5.486 5.281 0.027 0.967 0.994 2.793 2.717 

B12 0.830 44.035 852.142 886.389 5.168 4.968 0.012 0.977 0.989 1.272 1.256 

B13 0.700 55.386 819.292 879.448 6.760 6.298 0.041 0.854 0.894 4.761 4.544 

C1 0.611 54.539 796.672 872.927 6.846 6.248 0.044 0.781 0.825 5.694 5.387 

C2 0.627 52.396 800.830 873.501 6.543 5.998 0.003 0.655 0.659 0.505 0.503 

C3 0.771 52.765 837.244 884.878 6.302 5.963 0.022 0.884 0.906 2.545 2.482 

C4 0.549 60.530 785.159 869.755 7.709 6.959 0.036 0.614 0.650 5.781 5.465 

C5 0.789 50.849 841.841 887.148 6.040 5.732 0.052 0.949 1.001 5.532 5.242 

C6 0.830 46.560 852.228 888.377 5.463 5.241 0.030 0.990 1.020 3.007 2.919 

C7 0.732 53.733 827.336 882.528 6.495 6.089 0.039 0.864 0.903 4.539 4.342 

C8 0.811 45.525 847.338 886.248 5.373 5.137 0.033 0.980 1.013 3.371 3.261 

C9 0.908 48.220 871.963 892.468 5.530 5.403 0.007 1.050 1.056 0.629 0.625 

C10 0.910 47.327 872.381 891.664 5.425 5.308 0.007 1.048 1.041 0.631 0.635 

C11 0.939 40.486 879.704 895.387 4.602 4.522 0.009 1.100 1.109 0.814 0.808 

C12 0.920 44.041 874.992 892.751 5.033 4.933 0.003 1.070 1.067 0.282 0.282 

最大値 0.939 63.082 879.704 895.387 7.944 7.261 0.053 1.100 1.109 6.678 6.860 

最小値 0.391 40.486 757.065 857.833 4.602 4.522 0.000 0.416 0.433 0.059 0.059 
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2.6.3 周辺環境の影響 

本手法を用いて、2.3.7 節で説明したデータ範囲内に存在する 97827 件の建物の年積算水

平面全天日射量を算出した。図 2-17 に年積算水平面全天日射量の取得量が少ない順に建物

を並べた持続曲線を示す。また，図内に天空率が 1 になる建物が取得可能な年積算水平面

全天日射量を赤線で示す。 

 天空率が 1 の敷地で得られる年積算水平面全天日射量は 1.16 MWh/m2である。この値に

対して誤差として許容する値は 10 %以内とした時、許容誤差以内の年積算水平面全天日射

量を得られる敷地は対象エリア内の全敷地の内、約 56 %である。ことより許容誤差以外と

なる敷地は約 44 %存在することが示された。このことから、解析対象エリアに存在する敷

地の約 4 割で標準気象データを用いた解析結果が許容誤差以上になることが示された。ま

た、対象エリア内の敷地で得られる水平面全天日射量の最小値は 0.08 MWh/m2 である。こ

れより、天空率が 1 の敷地で得られる水平面全天日射量に対し、敷地によっては最大で

1.08 MWh/m2の誤差が生じる。 

 

図 2-17 年積算水平面全天日射量[MWh/m2] 

 

 図 2-18~図 2-20 に日射量・地上階の階数・用途ごとの分布マップを示す。取得日射量が

少ない敷地は周辺の都心部と琴似駅近くの琴似栄町通沿いに密集している。これらのエリ

アの地上階の階数を確認すると高層以上の建物が複数存在している。また、これらのエリ

アの高層建物の用途を確認すると住宅、共同住宅以外の用途の建物や商業施設が多く存在

している。このことから、住宅、共同住宅以外の建物が密集しているエリアでは高層とな

る建物が多く存在するため、取得日射量が少なくなったと考えられる。一方、取得日射量

が多い敷地は住宅、共同住宅が多く、それらの建物の多くは低層であることが確認できる。
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このことから、低層住宅街では取得日射量が多くなることが示された。 

 以上より取得可能な日射量は敷地の周辺環境によって大きく変化することが確認できた。

そのため、カーボンニュートラルを達成するために日射利用を検討する場合、周辺環境を

考慮した計画が必要である。 

 

図 2-18 年積算水平面全天日射量の分布図 
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図 2-19 建物用途の分布図 
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図 2-20 建物高さの分布図 
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2.7 まとめ 

本章では周辺環境を加味した日射量データを作成するための手法を提案した。以下に成果

を示す。 

（1） オープンソースの GIS データを用いることで、周辺環境を再現した正射影画像を作

成した。この正射影画像により、時間ごとに直達日射量の取得の有無を判断できる

ようになった。また、正射影画像より算出できる天空率により、その場所で得られ

る拡散日射量を算出した。 

（2） 算出した日射量の精度を検証するため、EnergyPlus で周辺建物を再現して実際に取

得できる日射量を比較した結果、日射量の誤差は小さい値を示した。計算速度を比

較すると EnergyPlus だと 30 分要するところ、本手法であれば 15 秒程度で計算可能

であった。このことからも本手法は大量計算に適した手法であると示した。 
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第3章 ダイレクトソーラーゲインによる暖房負荷の抑制と周辺環境の関係解析 

3.1 はじめに 

寒冷地である北海道の新築住宅は高断熱・高気密を有しており、ダイレクトソーラーゲ

インを利用することでさらなる省エネルギー化が期待できる。しかし、得られる日射量は

周辺環境によって変化するため、想定通りの日射量が得られなければ、かえって暖房負荷

を増加させてしまうリスクがある。そこで本章ではダイレクトソーラーゲインによる暖房

負荷の抑制と周辺環境の関係を解析した。 
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3.2 外部環境とダイレクトソーラーゲイン効果の分析 

3.2.1 解析範囲 

本節では北海道大学の東に存在する 572 件の建物を計算の対象とした。解析範囲は赤枠

内の建物とした。建物ごとにモデリングした住宅の暖房負荷計算を行った。図 3-1 に解析

対象を示す。図 3-2 に階数ごとに建物を分け、100%積み上げ棒グラフで示す。このエリア

に存在する建物は 1～2 階建ての建物が全体の 41%、3～5 階建ての建物が 30%、6～9 階建

ての建物が 14%、10 階建て以上の建物が 15%存在している。低層の建物(1～2 階建て)の件

数が最も多いが、中層・高層の建物(3 階建て以上)も少なくない件数が存在している。また、

エリア内には周辺の日射環境に大きく影響を及ぼす 40 階建ての建物も存在していることか

ら、場所ごとに取得可能な日射量が大きく変化することが予想される。 

 

図 3-1 解析対象 

 

 

図 3-2 階数別の建物 
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3.2.2 日射量の算出 

2.4 節、2.5 節で提案した方法により解析範囲の建物の水平面全天日射量を算出した。図 

3-3に各建物の年積算水平面全天日射量を求め，値の低い建物から順に並べた持続曲線を示

す。解析範囲内で取得可能な水平面全天日射量の最大値は約 1.09 MWh/m²、最小値は約

0.20 MWh/m²を示した。また、曲線がなだらかに上昇した。解析範囲内では低層、中層、

高層、超高層の建物がばらついて分布しているため、日射量に影響を及ぼす周辺環境が場

所ごとに変化したためだと考えられる。 

 

図 3-3 年積算水平面全天日射量の累積頻度分布 

 

3.2.3 気象データの作成 

 計算モデルの暖房負荷は EnergyPlusにより算出した。暖房負荷の計算には専用の気象

データである EPWが必要である。EPWは EnergyPlus のホームページよりダウンロードで

き、札幌市の気象データも存在している。ただし、ダウンロードできる EPWは周辺環境が

加味しておらず、周辺環境の 3D化が必要である。そこで EPWのフォーマットを基に、本

手法で算出した日射量と計算対象の気象に合わせて周辺環境を加味した EPWを作成した。 
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3.2.4 計算モデル 

 モデルは札幌市に存在する寒冷地住宅のリビングを想定し作成した。図 3-4、図 3-5 と表 

3-1～表 3-3 にモデルの概要を示す。図 3-6 に札幌市に存在する戸建てを対象として 1 フロ

アの面積が狭い建物から順に並べた持続直線を示す。札幌市に存在する戸建ての 1 フロア

の面積の平均は約 60m²となった。そのため、モデルの面積は 1 フロアの平均面積から諸室

を引いた値として 50m2とした。また、室内に侵入する日射量の多寡は敷地の周辺環境の他

に、建物の窓の断熱性能や面積の広さに影響を受けるので、窓の面積別に 3case、断熱性能

別に 4case を想定し、合計 12case のモデルのシミュレーションを行った。また、夜間は窓

からの直接の熱損失を緩和させるために、室内側に 0.36m2K/W の熱抵抗を加えた（断熱ブ

ラインドを想定）。  

 

図 3-4 断面図・平面図 

 

図 3-5 南側立面図（解析する窓の面積パターン） 
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表 3-1 部位の構成材料  

部位名 材料名 熱伝導率[W/(m･K)] 厚さ[m] 熱貫流率[W/(m²･K)] 

外壁 
GW32K 0.036 0.200 

0.17 
Plywood 0.129 0.020 

屋根 Plywood 0.129 0.020 3.23 

天井 
GW32K 0.036 0.400 

0.09 
Plywood 0.129 0.200 

床 Plywood 0.129 0.020 3.23 

基礎 Concrete 0.900 0.100 3.76 

 

表 3-2 窓の構成材料  

名称  構成* 厚さ[mm] 
熱貫流率[W/(m²･

K)] 

FF FL6+A6+FL6 18 3.11 

EE Low-e6+A6+Low-e6 18 1.739 

EFF Low-e6+A6+FL6+A6+FL6 30 1.79 

EEF Low-e6+A6+Low-e6+A6+FL6 30 1.521 

*A：乾燥空気、FL：フロートガラス、数値は厚さ[mm]を示す。 

表 3-3 シミュレーションの設定 

暖房設定温度[℃] 換気回数[回/h] 内部発熱[W] ブラインド 

部屋 小屋裏、床下 小屋裏 部屋 床下 人体発熱 機器発熱 閉 

20(6:00～

22:00) 
暖房なし 10 0.5 0 

400(18:00

～8:00) 

240(6:00

～22:00) 
20:00～6:00 

15(22:00

～6:00) 

100(8:00

～18:00) 

60(0:00～

24:00) 

 

 

図 3-6 1フロアが有する面積(延べ面積/上下階) 
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3.2.5 周辺環境が異なる 2地点における暖房負荷の計算 

 図 3-1 で示した地点 A、B で計算モデルの各部の表面温度と暖房負荷を算出した。図 3-7

に 1 月 17 日の南壁面と窓の室内側の表面温度の時系列変化を示す。凡例の名称は「部位名

－窓の構成材料の名称」を示している。地点 A の天空率は 0.25 である。地点Ｂの天空率が

0.77 である。図 3-7 より 6:00～7:00 と 20:00～21:00 の時間帯で窓の表面温度が変化してお

り、EE の窓では約 10℃の温度差が発生した。これはブラインドの開閉が上記の時間帯で

設定されていることから、算出された表面温度が夜間はブライドの表面を示し、日中は窓

の表面を示したことが原因と考えられる。この結果より、ブライドと窓の表面温度の差に

より結露が発生する可能性があることが示された。そのため、EFF や EEF のように断熱性

能を向上し、ブラインドと窓の温度差を小さくする対策が必要である。南壁面、および窓

の表面温度の推移に注目すると夜間は両地点で同様の推移をしているが、日中は地点 B で

南壁面が約 36℃、窓が 38℃の表面温度に達した。 

 

図 3-7 南壁面及び窓の室内側表面温度の時系列変化 

 

図 3-8 に 2 地点の日積算暖房負荷を窓面積別に示す。凡例の名称は「地点－窓の構成材

料の名称」を示している。 図 3-8 より、地点 A では窓面積が広いモデルほど暖房負荷が

増加した。これは地点 A では得られる日射量が少ないため、窓面積の拡大が暖房負荷の抑

制に貢献しなかったからだと考えられる。対して、地点 B では EFF、EEF の暖房負荷が窓

A > 窓 C > 窓 B の順に多くなった。地点 B は地点 A と比較して天空率が高く、得られる日

射量も多くなるため、ダイレクトソーラーゲインによる暖房負荷の抑制効果が期待できる。

そのため、窓 B の窓面積であれば、暖房負荷の抑制効果が熱損失量を上回った。しかし、

窓 C のような窓面積まで拡大すると建物の断熱性能の低下によって熱損失量が増加したた

め、日積算暖房負荷が増加したと考えらえる。以上より、地点 B において、3 つの窓面積

の内、窓 B が最適な窓になったことから、最も効果的に暖房負荷を抑制できる窓面積は周

辺環境と窓の性能に応じて変化することが分かった。 
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図 3-8 窓別日積算暖房負荷 
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3.2.6 南側天空率を用いたダイレクトソーラーゲイン効果の分析 

3.2.5 節で日射量の多寡により、暖房負荷に違いが生じることが確認できた。本節では解

析範囲の全建物の暖房負荷を算出し、新たに定義した南側天空率による日射量と暖房負荷

への影響を解析した。 

3.2.6.1 南側天空率の定義 

ダイレクトソーラーゲインを有効利用するために、南面に窓を設置する住宅はより多い。

そのため、天空率も南側半分だけの値のほうが暖房負荷と相関性が高いことが予想される。

そこで、正射影画像の南側半分の天空率を南側天空率として定義し、日射量と暖房負荷に

対する影響を解析した。 

 

3.2.6.2 南側天空率と暖房負荷の解析 

図 3-9に窓が FFの時の暖房負荷と天空率の関係を示す。また、図 3-10に窓の構成ごとに

暖房負荷と南側天空率の関係を示す。図 3-10より窓が FF の時のグラフと図 3-9 を比較する

と天空率よりも南側天空率の方が高い相関性を示した。これは一日の太陽が東、南、西の

順に移動していくため、南側の建物の方が日射の取得料に影響したためだと考えられる。 

図 3-10 より FF、EE のモデルは南側天空率に関わらず、窓面積が狭いモデルほど暖房負

荷が低くなった。一方で EFF、EEFのモデルは南天空率が 0から約 0.9までの間は窓面積が

狭い窓 A が最も暖房負荷が低かったが、0.9 以上では窓 B が窓 A よりも暖房負荷が低くな

った。窓面積を広くするとダイレクトソーラーゲイン効果の恩恵も受けやすくなるが、窓

からの熱損失も増加する。窓の性能が高ければ、熱損失を抑えられるため、日射が多く得

られる場所では窓面積を広くすることで、暖房負荷の抑制効果が期待できる。ただし、窓

が高性能でも窓面積を広くしすぎてしまった場合にはデイレクソーラーゲインによる暖房

負荷の抑制よりも、熱損失による暖房負荷の増大が上回ってしまうため、3.2.5 節で示した

ように場所の周辺環境に応じて適切な窓面積を決定する必要がある。 

 

図 3-9 暖房負荷と天空率 
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図 3-10 暖房負荷と南側天空率(窓別)  
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3.3 窓面積による暖房負荷の分析 

 前節で窓性能と周辺環境によって、暖房負荷が最小となる窓面積が異なることが分かっ

た。そこで本節では解析対象と計算モデルを変更し、南側天空率と窓性能をパラメータと

して窓面積による暖房負荷の変化を解析した。 

 

3.3.1 解析対象 

解析対象は南側天空率をもとに 97827 件の敷地から選択した。選択方法は南側天空率を

0.0 から 1.0 まで 0.1 ごとに区分し、それぞれの区分よりランダムに 50 の敷地を選択し、そ

の敷地で得られる日射量を用いた。ただし、南側天空率が 0.0 から 0.3 になる敷地が少なか

ったため、解析対象となる敷地は全件で 384 件となった。表 3-4 に札幌市の 97827 件の南側

天空率の特徴を示す。 

 

表 3-4 南側天空率の範囲ごとに存在する件数 

南側天空率の 

範囲[-] 
<=0.1 

0.1< 

<=0.2 

0.2< 

<=0.3 

0.3< 

<=0.4 

0.4< 

<=0.5 

0.5< 

<=0.6 

0.6< 

<=0.7 

0.7< 

<=0.8 

0.8< 

<=0.9 
0.9<  

件数[件] 2 12 20 70 124 234 599 1546 5162 52671 
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3.3.2 計算モデル 

  図 3-11、表 3-5～表 3-7に解析モデルの概要と設定を示す。解析は EnergyPlus を用

いた。窓面積は 0%から 100%まで 10%ごとに検討した。解析モデルは AIJ の標準モデルを

参考にし、断熱性能は札幌次世代版住宅の Q 値が 1 となるスタンダードレベルを参考にし

た。窓の構成は 4case 想定した。内部発熱は人体発熱と機器発熱の日積算 12kWh を加算し

た。夜間は窓からの直接の熱損失を緩和させるために，室内側に 0.36m2K/W の熱抵抗を加

えた（断熱ブラインドを想定）。 

 

図 3-11 計算モデル 

表 3-5 部位の構成材料  

部位名 材料名 
熱伝導率[W/m･

K] 
厚さ[m] 

熱貫流率[W/m²･

K] 

外壁 

HGW16K 0.038 0.100 

0.128 HPF 0.020 0.100 

PlasterBoard 0.213 0.012 

屋根 PlasterBoard 0.213 0.012 4.741 

天井 
HGW16K 0.038 0.300 

0.123 
PlasterBoard 0.213 0.012 

床 PlasterBoard 0.213 0.012 4.741 

基礎 XPS3d 0.028 0.150 0.181 

表 3-6 シミュレーションの設定 

暖房設定温度[℃] 換気回数[回/h] 内部発熱[W/d] ブラインド 

部屋：20(6:00～22:00) 

   15(22:00～6:00) 

小屋裏，床下：暖房なし 

小屋裏：10 

部屋：0.5 

床下：0 

人体発熱：6000 

機器発熱：6024 

20：00 

～6：00 

表 3-7 窓の構成材料  

名称  構成* 厚さ[mm] 熱貫流率[W/m²･K] 日射取得率[-] 

EF-SHGC Low-e2-Ar12-FL2 16 1.442 0.559 

EF-Uvalue Low-e2-Ar12-FL2 16 1.383 0.350 

EFE-SHGC Low-e3-Ar16-FL3-Ar16-Low-e3 41 0.734 0.657 

EFE-Uvalue Low-e3-Ar16-FL3-Ar16-Low-e3 41 0.692 0.418 

*Ar：アルゴン、FL：フロートガラス、数値は厚さ[mm]を示す。 
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3.3.3 窓面積と窓性能と南側天空率の関係 

 図 3-12 に窓面積率と年積算暖房負荷の関係をモデル別に示す。南側天空率による区分ごとに

色分けしてプロットした。南側天空率は 0.0～1.0 までを 0.1 間隔で区分した。各区分の年積算

水平面全天日射量の平均値を曲線として示す。 

 図の日射取得を重視した EF-SHGC のモデルに着目すると南側天空率が 0.4 以下の敷地では窓

面積率が大きいほど暖房負荷が増加する。南側天空率が 0.4 よりも大きい敷地では南側天空率

の値に応じて、暖房負荷が最小になる窓面積率が変化し、天空率が 0.9～1.0 となる対象建物で

は、暖房負荷が最小となる窓面積率は 70％となった。対して、窓の断熱性を重視した EF-

Uvalue に着目すると、南側天空率が 0.6 以下になる敷地では窓面積率が大きいほど暖房負荷が

増加した。南側天空率が 0.6 よりも大きい敷地では南側天空率の値に応じて、暖房負荷が最小

になる窓面積率が増加し、天空率が 0.9～1.0 となる対象建物では暖房負荷が最小となる窓面積

率は 70％となった。しかし、窓面積率の増加に伴う暖房負荷の抑制効果は EF-SHGC よりも低

くなった。 

 三層ガラスは EFE-SHGC では南側天空率が 0.3 以上の時、EFE-Uvalue では南側天空率が 0.4

以上の時、南側天空率が低い敷地で暖房負荷が最小になる窓面積が変化した。これは複層ガラ

スよりも三層ガラスは断熱性が向上しているため、窓からの熱損失が抑えられたからだと考え

らえる。 

 札幌市の建物の大半は南側天空率が 0.7～1.0 である。そのため、今回のモデルで設定した高

性能な窓である場合、広い窓でも暖房負荷抑制の効果が期待できる。また、暖房負荷が最初に

なる窓面積率が 0%でなければ、窓面積率を 30%程度増減しても、十分に暖房負荷抑制の効果

が認められるため、デザインや光環境など暖房負荷以外の要素で窓面積の選択も可能であると

いえる。 
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図 3-12窓面別暖房負荷 
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3.4 まとめ  

本章ではダイレクトソーラーゲインによる暖房負荷の抑制と周辺環境の関係解析を行っ

た。本章の成果を以下に示す。 

（1）札幌市のある街区を対象に 572 件の敷地の日射量を算出した。算出した対象とする敷

地の取得可能な日射量は地点ごとに大きく変化することを確認した。 

（2）天空率が異なる 2 地点の暖房負荷解析を行い、暖房負荷と室温、表面温度の時系列変

化を算出した。天空率が 0.25 の地点 A では窓面積の拡大により暖房負荷が増加した。天空

率が 0.77 の地点 B では高い性能を有する窓であれば窓 B の暖房負荷が最小になることが確

認できた。 

（3）敷地内の建物全件の暖房負荷を算出し、新たに定義した南側天空率が天空率よりも

暖房負荷との相関性が高いことを示した。また、南側天空率や窓の性能により暖房負荷が

最小となる窓面積が存在すると考えられる。 

（4）高性能なモデルを再度設定し、窓面積と窓性能と南天空率の関係を解析した。札幌市

の建物の大半は南側天空率が 0.7～1.0 であるため、設定した高性能な窓であれば、広い窓でも

暖房負荷抑制の効果が期待できる。また、暖房負荷が最小になる窓面積率が 0%でなければ、窓

面積率を 30%程度増減しても、十分に暖房負荷抑制の効果が認められるため、デザインや光環

境など暖房負荷以外の要素で窓面積の選択も可能であるといえる。
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第4章 オフィスビルによるカーボンニュートラルの達成条件解析 

4.1 はじめに 

序章で述べたように世界各国は 2050 年までにカーボンニュートラル達成の野心的目標を

計画・実施するよう求められている。日本において建築物から排出される CO2は、日本全

体の CO2排出量排出量に対して大きな割合を占めており、特に産業用建物のない都市部で

は、建築物から排出量は 60%から 70%となっている[1,2]。そのため、建築物でカーボンニ

ュートラルを実現することは有効な手段である。内閣府が提示した「地域脱炭素ロードマ

ップ」では 2030 年までの目標を実現するために、政府及び自治体の建築物及び土地で太陽

光発電設備を設置できる建築物には、積極的に設備を導入していき、2030 年には建物全件

の 50％、2040 年には 100％導入することを目指すとした。このように太陽光発電（PV）の

導入は今後も加速することが予想される。太陽電池の設置は屋根や屋上に設置するが、都

心の建物ではビルの屋上にはすでに空調設備や防火設備、電気設備が設置されているた

め、新たに PV を設置することは困難である。また、都市部の建物はペンシル型が多く、

屋上に PV を設置するスペースが確保しにくい。そのような状況の中で、近年では建物の

ファサード（外壁）の太陽光発電の可能性について検討されている。Chatzipoulka らは、

建物のファサードと地上の太陽ポテンシャルを分析し、それらが都市の形状と太陽放射の

季節変化に影響されることを示している[3]。Riaz らは、PV/T と BIPV/T に関する論文をレ

ビューし、これらのシステムが建物外壁の熱性能を向上させ、都市環境を保護できると結

論づけた [4]。Liang らは IoT とクラウドを組み合わせることで、オンライン上で複数の

PV/T ファサードシステムをリアルタイムに監視する低価格な方法を提案した[5]。

Maghrabie らは、BIPV の研究をレビューし、BIPV の利点とそれを実現するための難題を

示した[6]。最近では、太陽電池を外壁や窓と一体化させたエクステリアシステムも開発さ

れた[7]。都心において PV を壁面に設置する場合、屋上に設置するよりも周辺環境による

日射量の影響が大きい。そのため、PV によって効率的に電力を得るためには、周辺の複雑

な都市形状の影響を考慮しなければならない。 

本章では日射量の算出手法の応用として、壁面に設置した PV の発電量と、様々な形状

のビルモデルのエネルギー消費量を算出し、オフィスビルがカーボンニュートラルを実現

のための条件分析を行った。 
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4.2 使用ツール-冷暖房熱負荷簡易計算法プログラム 

オフィスビルの一次エネルギー消費量の算出には有償で提供している SHASE112-2019 の

冷暖房熱負荷簡易計算法プログラム（SKB47）を使用した[8]。SKB47 はマイクロソフト社

の表計算ソフトウェアである Microsoft Excel 上で動作する空調負荷の計算プログラムであ

る SKB47 は計算条件を入力することで空調設備の最大熱負荷と年間熱負荷、さらに年間一

次エネルギー消費量と CO2排出量を算出できる。計算条件は F 検定により熱負荷と有意差

ありとされた因子を適応しており、熱負荷計算の簡易化が実現している。ただし、本プロ

グラムを用いる場合にモデルに制限があるため、後述の冷暖房負荷でモデルの制限に合わ

せた建物の選定をした。 

その他のシミュレーションは R 言語を用いた。  
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4.3 解析範囲 

図 4-1 に解析範囲を示す。図 4-1 に表示されている建物の内、オフィスビル（業務施

設）を対象として 1 年間の発電量と一次エネルギー消費量を算出した。高層オフィスビル

が最も密集しているエリアを Area-A とした。表 4-1 に解析範囲内にある建物の用途を示

す。GIS で用途が確認できない建物は、その他の建物として分類した。居住用ビルは札幌

市内に広く分布している。本研究の対象となるオフィスビル（業務施設）も札幌市内全域

に分布しているが、札幌市内最大の駅である札幌駅周辺に建築面積の大きなビルが密集し

ている。札幌は積雪寒冷地であるため、図 4-1 の右の写真のような建物が多く、オフィス

ビルはフラットなファサードを持つことで、積雪を防いでいる。 

 
図 4-1 解析範囲 

表 4-1 解析範囲内の建物の用途別件数 

用途 件数 

業務施設 5062 

商業施設 3193 

住宅 158,223 

公共施設 2679 

工業建築 3766 

用途不明 111490 
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4.4 壁面への日射量の算出 

2.4 節、2.5 節で提案した手法を応用して、オフィスビルで得られる壁面の入射日射量を

算出した。 

 

4.4.1 高さによる日射量の影響 

 日射量は周辺環境によって取得できる量が大きく変化する。特に建物が密集するような

場所であれば、解析する高さが高いほど相対的に周辺の建物の高さが低くなる。つまり、

壁面設置の太陽電池への入射日射量は高さによって変化すると考えられる。それらを確認

すべく正射影画像を高さごとに作成し、水平面全天日射量を算出することで高さによる変

化を確認した。 

 上階の正射影画像を作成するためには 2.4.3 節で説明した対象建物の重心座標の高さを変

更する必要がある。正射影画像を作成する高さは一番下の高さを地面より 1.5m 高い位置と

し、以降建物高さに応じて 3ｍずつ解析する高さを設定した。図 4-2 に正射影画像の高さ

の設定を示す。 

 

図 4-2 正射影画像の高さの設定イメージ 
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 Area-A の中でも高層ビルが密集しているエリアを解析範囲とし、高さによって得られる

日射量の変化を確認した。図 4-3 に解析範囲を示す。この解析範囲は 4.4.1 節でのみ使用し

た。赤い建物がオフィスビルである。このオフィスビルから高さが 10 階以上ある建物を抽

出し、日射量と天空率を算出する。 

解析範囲から 4 件の建物を選択し、図 4-4 に高さ毎の正射影画像を示す。高さが最も低

い正射影画像は周辺建物の影響で天空部分が狭いが、解析する高さが上がるにつれて、周

辺建物の高さが相対的に低くなるため、正射影画像の天空部分が広くなった。 

 

図 4-3 解析範囲（4.4.1節のみで使用） 
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図 4-4 高さ別の正射影画像 
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 図 4-2 に解析対象のオフィスビルの年積算日射量の平均値を示す。図 4-3 に解析対象のオ

フィスビルの天空率の平均値を示す。年積算日射量は 1 階では 0.53 MWh/m2だが、10 階で

は 1.2 MWh/m2を示し、1階と 10階の年積算日射量で 2倍以上の差が開いた。天空率は 1階

では 0.47 だが、10 階では 0.90 を示し、年積算日射量同様に高さによる違いが如実に表れ

た。以上より建物が密集している場所で、オフィスビルのような高い建物は階数によって

得られる日射量が大きく変わることが確認でき、壁面設置の太陽電池による発電を検討す

るのであれば、高さごとに日射量を算出するべきだといえる。 

 

図 4-5 高さ別年積算日射量 

 

 

図 4-6 高さ別天空率 
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4.4.2 正射影画像の編集 

2.4 節で作成した正射影画像は全天空の日射量の算出を想定している。そのため、正射影

画像には壁面への入射日射量を求めるときに不要な天空や建物が表示されている。そこ

で、外壁の向きに応じて正射影画像を編集し、計算に不要な部分を明確にした。図 4-7 に

外壁の方位に応じた正射影画像を示す。図 4-7 の右図が編集後の正射影画像であり、青い

エリアが計算上不要と判断された箇所である。このエリアは建物と同じ扱いとなる。 

 

 

図 4-7 壁面の向きに合わせて正射影画像の編集 
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4.4.3 壁面への入射日射量 

 壁面への入射日射量を算出するためには、壁面の方位に応じた法線面直達日射量と拡散

日射量を算出しなければならない。 

壁面で得られる直達日射量は法線面直達日射量を壁面の垂直方向に変換することで得ら

える。法線面直達日射量の変換式は 2.5.2 節の式 2-19 を参考に以下の式 4-1 で示す。 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑤𝑎𝑙𝑙 = 𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚 cos ℎ𝑠𝑢𝑛 cos(𝐴𝑠𝑢𝑛 − 𝐴𝑤𝑎𝑙𝑙) 4-1 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑤𝑎𝑙𝑙：壁面へ入射する直達日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚：法線面直達日射量[W/m2] 

ℎ𝑠𝑢𝑛：太陽高度[°] 

𝐴𝑠𝑢𝑛：太陽方位角[°] 

𝐴𝑤𝑎𝑙𝑙：外壁に対して垂直な向き[°] 

壁面で得られる拡散日射量は 4.4.2 節で作成した正射影画像より天空率を算出して、拡散

日射量にかけることで得らえる。算出式は式 2-21 と同じ式になる。 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓−𝑤𝑎𝑙𝑙 = 𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓
′ ∙ 𝑆𝑉𝐹 4-2 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓−𝑤𝑎𝑙𝑙： 壁面へ入射する拡散日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓
′ ：拡散日射量[W/m2] 

𝑆𝑉𝐹：天空率[-] 

式 4-1、4-2 により壁面へ入射する直達日射量と拡散日射量を高さごとに算出し、それら

の値を合算することで、壁面で得られる日射量を算出した。図 4-8 に各建物の壁面で得ら

れる日射量の分布を示す。図 4-8 では壁面ごとに得られる日射量を表示しており、日射量

が高くになるにつれて、緑、黄色、赤の順に色を変化させた。南の壁面は赤が多く、壁の

向きが北側になるにつれて壁面の色が緑になった。建物が近くにある壁面は壁の向きに関

係なく緑に近い色となった。このことから、日射量を多く得るための条件は壁が南向きで、

かつ障害となる建物が壁面に隣接してないことである。 
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図 4-8 壁面への入射日射量の分布 
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4.5 建物で得られる発電量の算出 

 4.4節で算出した日射量をもとに壁面で得られる PVの発電量を算出した。PVは設置する

ためのイニシャルコストや維持・管理するためのランニングコストが必要とするため、建

物すべての壁面を選択するのではなく、十分に日射量が得られる壁面を厳選する必要があ

る。そのため、以下の 2 つの基準に当てはまった外壁は太陽電池を設置しない外壁とした。 

（1） 外壁から 4m 以内に建物がある場合：外壁の直近に隣接建物が存在する場合、隣接

建物に多くの日射量が遮られ、発電量が激減する。建築基準法の 42 条で道路の幅

の最小距離は 4m とされている[9]。外壁より 4m 以内に隣接建物がある場合、太陽

電池を設置できない外壁とした。 

（2） 外壁の幅が 3m 以下の場合：外壁の幅 3m 以下である場合、その外壁は曲面の一部

であるか、屋外に突出した部分の側面である可能性が高い。両条件は PV パネルの

構造的な問題や十分な日射量が得られない問題から太陽電池を設置できない外壁と

した。 

(1)、(2)の条件で PV を設置できる壁面を決定し、その壁面への日射量より PV による発

電量を算出した。PV の発電量の計算式は JISC8907 の式を利用した[10]。 

𝐸𝐺 =
𝐾

𝐺𝑠 ∙ 𝑃𝐴𝑆 ∙ 𝐻𝐴𝑀
 4-3 

𝐾 = 𝐾𝐻𝐷 ∙ 𝐾𝑃𝐷 ∙ 𝐾𝑃𝐴 ∙ 𝐾𝑃𝑀 ∙ 𝜂𝐼𝑁𝐷 ∙ 𝐾𝑃𝑇 4-4 

𝐾𝑃𝑇 = 1 +
𝛼𝑃𝑚𝑎𝑥(𝑇𝐶𝑟 − 25)

100
 4-5 

𝑇𝐶𝑅 = 𝑇𝐴𝑉 + 𝛥𝑇 4-6 

𝐸𝐺：発電量[kW/m2] 

𝐻𝐴𝑀：日射量[kW/m2] 

𝐺𝑠：標準日射強度(=1kW/m2) 

𝑃𝐴𝑆：太陽電池の定格出力(=1kW) 

𝐾𝐻𝐷：日射量変動補正係数(=0.97) 

𝐾𝑃𝐷：経時変化補正係数(=0.95) 

𝐾𝑃𝐴：アレイ回路補正係数(=0.97) 

𝐾𝑃𝑀：アレイ負荷整合補正係数(=0.94) 

𝜂𝐼𝑁𝐷：パワーコンディショナ効率(=0.90) 

𝛼𝑃𝑚𝑎𝑥：最大出力温度係数(=-0.5) 

𝑇𝐴𝑉：外気温［℃］ 

𝛥𝑇：加重平均太陽光パネル温度上昇［℃］ 

太陽光パネルは壁面設置を想定しているため、加重平均太陽光パネル温度上昇は 28.0 と

した。以上の式 4-3～4-6 で得られる値は各壁面の高さ毎の単位面積当たりの発電量である。

そのため、壁面で得られる発電量は各壁面の高さ毎に得られる発電量を合算した値とした。

さらに、建物で得られる発電量はすべての壁面で得られる発電量を合算した値とした。た
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だし、上記記載の条件(1)(2)をもとに対象外となる外壁の発電量は 0 とした。建物が得られ

る発電量は以下の式で算出した。 

𝐸𝐺𝑤𝑎𝑙𝑙 = 𝑊𝑤𝑎𝑙𝑙( ∑ 𝐸𝐺ℎ𝑖𝑔ℎ(𝑖)

𝑁𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑

𝑖

∙ 3 + 𝐸𝐺ℎ𝑖𝑔ℎ(𝑁𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑) ∙ (𝐻𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑 − 3 ∙ 𝑁𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑)) 4-7 

𝐸𝐺𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑 = ∑ 𝐸𝐺𝑤𝑎𝑙𝑙(𝑖)

𝑁𝑤𝑎𝑙𝑙

𝑖

 4-8 

𝐸𝐺ℎ𝑖𝑔ℎ(𝑖) ：建物の壁面の高さごとに得らえる発電量[Wh/m2] 

𝐻𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑：建物の高さ[m] 

𝑁𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑：建物の階数[-] 

𝑁𝑤𝑎𝑙𝑙：外壁の枚数[-] 

𝐸𝐺𝑤𝑎𝑙𝑙：建物の壁面で得らえる発電量[Wh/m2] 

𝐸𝐺𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑： 建物で得らえる発電量[Wh/m2] 

𝑊𝑤𝑎𝑙𝑙：壁面の横幅[m] 

 

図 4-9 は年積算発電量のヒストグラムを示す。多くのビルが 0 kWh/(m2・year)から 40 

kWh/(m2・year)の発電量であった。場所によっては、170 kWh/(m2・year)〜180 kWh/(m2・

year)の発電量を持つビルもある。 

 

 

図 4-9 年積算発電量のヒストグラム 
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4.6 一次エネルギー消費量の算出 

本章におけるオフィスビルの一次エネルギー量の対象を定義するために、BEI（Building 

Energy Index）を参考にした。BEI とは日本で住宅やビルの一次エネルギー消費量の指標と

して定義されている値である。現在は 300m2 以上の非居住用ビルは BEI が 1 以上であるこ

とが再義務付けされている[11]。BEI の計算には一次エネルギー消費量を用いて以下の式

4-9、4-10 で示されている。 

𝐵𝐸𝐼 =  
𝐸𝑇

𝐸𝑆𝑇
 4-9 

𝐸𝑇 = 𝐸𝐴𝐶 + 𝐸𝑉 + 𝐸𝐿 + 𝐸𝑆𝑊 + 𝐸𝑆𝐸𝑉 − 𝐸𝑠 4-10 

𝐸𝑇：設計一次エネルギー消費量 

𝐸𝑆𝑇： 基準一次エネルギー消費量 

𝐸𝐴𝐶： 熱源機器、補機、水搬送動力、空気熱搬送の総消費エネルギー  

𝐸𝑉： 換気設備による消費エネルギー 

𝐸𝐿： 照明設備の消費エネルギー 

𝐸𝑆𝑊： 給湯、給水、排水動力の消費エネルギー 

𝐸𝑆𝐸𝑉： エレベーターとエスカレーターの消費エネルギー 

𝐸𝑠： 設備のエネルギー効率向上により削減されたエネルギー消費量と、PV による発電量 

一般財団法人省エネルギーセンター（ECCJ）によって、オフィスビルのエネルギー消費量

について調査されたデータより、ESWと ESEVはオフィスビル全体の消費電力量の 6～7%程

度であった[12]。そのため、本研究では EAC、EV、EL の合計を算出したのちに、ESWと ESEV

をオフィスビル全体の 7％と仮定して算出することで、オフィスビル全体の消費電力量を

求めた。  
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4.6.1 モデルの作成 

SKB47 によってオフィスビルの EACと EVを合算した一次エネルギー消費量を算出した。

SKB47 でモデルを計算するとき、表 4-2 に示すパラメータをゾーンごとに設定しなければ

ならない。これらのゾーンは GIS データの建物の外周線をもとに平面を作成し、ゾーンご

とのパラメータを設定した。モデルの作成手順を図 4-10 にフロー図で示す。図 4-11 に外

壁に関連する変数のイメージを示す。札幌市は図 4-1 に示すようなシンプルなファサード

を持つ建物が多いため、モデルのファサードは庇やバルコニーを持たない平坦な平面とし

た。 

表 4-2 モデルのパラメータ 

項目 入力 単位 

階数 階数 - 

階の種類 最上階／中間階 - 

窓が最も大きい外壁の外向きの方位 方位 ° 

ゾーンの種類 インテリア／ペリメータ - 

ゾーンの床面積 数値 m2 

外壁に対する窓面積率 数値 ％ 

室奥行 床面積／外壁の幅 m 

 

 

図 4-10 モデルの作成フロー図 
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図 4-11 外壁に関連する変数のイメージ 

 

図 4-10 に示す手順で以下のようにモデルを作成した。 

 

STEP 1：窓を設置できない外壁を選定した。窓の大きさは冷暖房負荷に影響するため、外

壁に窓を設けるかどうかを検討した。例えば、外壁のすぐ近くに隣接する建物がある場

合、設計段階でその壁への窓の設置は断念される可能性が高い。4.5 節で PV を設置できな

い外壁を設定しており、窓を設置できない外壁の条件も同様の条件とした。モデルの平面

は GIS データの建物の外周線により決定した。実際に窓を設置する外壁(Awall-rent-window)は後

の STEP で決定する事務所エリアの外壁のみとした。 

 

STEP 2：平面を共用部と事務所エリアに分割した。窓を設置可能な外壁の中から最も幅の

長い外壁を選び、その外壁と平行な内壁を作成した。選択した外壁と内壁を含めた平面を

事務所エリアとし、残りの平面を共用部とした。事務所エリアの広さはオフィスビルの平

均的なレンタブル比により決定した。オフィスビルの平均的なレンタブル比は日本の投資

法人の IR 情報に公開されているオフィスビルの情報より決定した[13-17]。IR 情報とは、

企業が事業や財務の状況を公開するものであり、企業が保有する不動産に関する情報は IR

情報から得ることができる。図 4-12 にレンタブル比のヒストグラムを示す。本研究で調査

した IR 情報から抽出したオフィスビルは 196 件となった。オフィスビルのレンタブル比で

最も高い値は 70%から 75%と 75%から 80%であった。そのため、各モデルのレンタブル比

を近い値にするため、モデルのレンタブル比は 70%から 75%になるように作成した。 
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図 4-12 レンタブル比のヒストグラム 

 

STEP 3：事務所エリアをペリメーターゾーンとインテリアゾーンに分割した。事務所エリ

アの外壁から 5m 内側に線を引き、その線と外壁からなる平面とペリメーターゾーンとし

た。残りの事務所エリアの平面をインテリアゾーンとした。作成されたモデルは、図 4-10

の STEP 3 で表されたモデルのように、平面を 3 つのエリアに分割した。無色の部分が共用

部、赤色の部分がインテリアゾーン、緑色の部分がペリメーターゾーンである。 

 

STEP 4：表 4-2 のパラメータを計算した。階数は建物の高さを 4m で割った値とした。小

数点以下は切り捨てとした。階の種類は一番上の階を最上階とし、残りの階を中間階とし

た。窓が最も大きい外壁の外向きの方位は STEP 2 で選択した窓が設置でき最も幅がない

外壁の外向きの方位とした。ゾーンの種類と面積は STEP 3 の結果を反映させた。外壁に

対する窓面積率は事務エリアの全外壁の面積（Awall-rent）に対する窓面積（Awindow）の値と

した。窓面積の設定は次節で説明した。室奥行は事務エリアの床面積を事務エリアの全外

壁の幅で除した値とした。   

 

以上の STEP 1～4 の手順で GIS データよりモデルを作成した。SKB47 で計算するモデル

は室奥行が最低 6m 必要である。その条件を満たし、かつレンタブル比が 70～75％となる

オフィスビルは解析範囲の中で 415 件存在した。 
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4.6.2 計算条件の設定 

SKB47 による空調の一次エネルギー消費量の計算では①外壁の熱貫流率、②窓の熱貫流

率、③窓の面積についてのパラメトリックスタディを実施した。外壁については、断熱材

の厚さを 50mm、100mm、200mm の 3 つの条件を想定し熱貫流率を設定した。表 4-3 に各

外壁の熱貫流率を示す。窓はダブルガラスとトリプルガラスを想定し、それぞれでブライ

ンドの有無を想定した。表 4-4 に窓の設定条件を示す。窓の面積は事務所エリアの窓が設

置できる外壁の面積に対しての割合で決定した。表 4-5 に窓の面積の大きさを示す。PV は

事務所エリア以外の外壁でも計算できるため、設置面積は窓が設置できる外壁の面積

（Awall-window）から窓面積（Awindow）を引いた値とした。これらのパラメトリックスタディ

により建物 1 件当たり 36 ケースのシミュレーションを行った。そのほか、室内の計算条件

は表 4-6 に示す。空調設備は PAC のみとした。 

 

表 4-3 外壁性能の設定 

ケース 熱貫流率(W/(m²・K)) 

Ow1 0.1792 

Ow2 0.3391 

Ow3 0.6122 

表 4-4 窓性能の設定 

 種類 ブラインド 熱貫流率(W/(m²・K)) 日射遮蔽率(-) 

Wq1 三層ガラス ON 1.0 0.136 

Wq2 三層ガラス OFF 1.3 0.409 

Wq3 複層ガラス ON 2.2 0.470 

Wq4 複層ガラス OFF 2.6 0.690 

表 4-5 窓面積の設定 

  
Awindow/Awall-rent-window(%) 

Case-1 ) 25 

Case-2 ) 50 

Case-3 ) 75 

表 4-6 室内の計算条件 

室内条件 設定 単位 

室内温度設定 冷房 26 ℃ 

暖房 22 ℃ 

内部発熱 照明容量 10 W/m2 

コンセント容量 15 W/m2 

在室人員 0.1 人/m2 

空調条件 暖房予熱時間 1 hour 

外気量 5 m3/(m2・h) 

全熱交換器効率 70 ％ 

空調機器 PAC（APF） 5  - 
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4.6.3 建物の一次エネルギー消費量 

SKB47 によって、EACと EVの一次エネルギー消費量の合算値を算出した。EL は以下の式

で算出した。 

𝐸𝐿 = 9.97 ∙ (𝑄𝐿 ∙ ℎ𝑟𝐿  ∙ 𝑑𝑦 ∙ 𝐴𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑) 4-11 

𝐸𝐿：建物の照明設備による一次エネルギー消費量[W] 

𝑄𝐿：照明の内部発熱 [W/m2] 

ℎ𝑟𝐿 ：空調の稼働時間[hour] 

𝑑𝑦：日本の年間の平日の日数[日] 

𝐴𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑：建物の延床面積[m] 

照明の消費電力は、照明の内部発熱量と等しいと仮定し、表 4-6の値を参照した。照明

の稼働時間は、空調の稼働時間と同じ平日の 8:00～21:00 とした。また、日本の平日日数は 

245 日とした。これらの値に照明の一次エネルギー換算係数 9.97 MJ/kWh を乗じ、照明の

一次エネルギー消費量とした[18]。 

 以上より算出した EAC、EV、EL、よりESWと ESEVを算出することで、建物一次エネルギー

消費量を求めた。以下に式を示す。 

𝐸𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑 = 𝐸𝐴𝐶 + 𝐸𝑉 + 𝐸𝐿 + 𝐸𝑆𝑊 + 𝐸𝑆𝐸𝑉 4-12 

𝐸𝑆𝑊 + 𝐸𝑆𝐸𝑉 = (𝐸𝐴𝐶 + 𝐸𝑉 + 𝐸𝐿) ∙
7

93
 4-13 

𝐸𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑：建物の一次エネルギー消費量 
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4.7 建物の一次エネルギーに対する発電量の割合（EG/E）を計算 

壁面設置の PV システムの有効性を検討するため、建物の消費エネルギー量に対する発

電量の割合（EG/E）を算出した。 

𝐸𝐺/𝐸 =  
𝐸𝐺𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑

𝐸𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑
 4-14 

𝐸𝐺𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑：建物の発電量 

𝐸𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑：建物の一次エネルギー消費量 

EG/E が 1 のとき、建物の一次エネルギー消費量を PV の発電量が上回ったといえるた

め、CO2排出量はほぼゼロとなり、その建物でカーボンニュートラルが達成されたことを

示す。 
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4.8 EG/E の解析 

EG/E の要因を探るために 11 個の説明変数によって重回帰分析を行った。EG/E のほかに

建物の一次エネルギー消費量である Ebuildと建物の発電量である EGbuildも重回帰分析を行っ

た。 

4.8.1 説明変数の設定 

 説明変数は 11 個あり、それらを 3 グループに分けた。表 4-7 に説明変数を示す。第一の

グループは、建物の性能を表すグループとし、窓の熱貫流率、窓の日射遮蔽率、外壁の熱

貫流率の 3 つの説明変数で構成した。第二のグループは、建物の形状を表すグループと

し、建築面積、PV 面積を外壁面積で割った値、窓面積を外壁面積で除した値、建築の高さ

の 4 つの説明変数で構成した。第三のグループは、周辺環境を表すグループとし、正射影

画像を図 4-13 のように分割して算出した 4 つの天空率を説明変数として想定した。各説明

変数の VIF はすべて 10 以下であり、多重共線性はなかった。 

 

表 4-7 11つの説明変数 

グループ 凡例 内容 単位 

建物の性能 Uwindow 窓の熱貫流率 W/(m2・K) 

 SCwindow 窓の日射遮蔽率 - 

 Uwall 外壁の熱貫流率 W/(m2・K) 

建物の形状 Afloor 建築面積 m2 

 APPV PV の設置面積／外壁の面積（Awall） - 

 APwindow 窓の面積（Awindow）／外壁の面積（Awall） - 

  Hbuild 建築の高さ m 

周辺環境 SVFN 北東から北西にかけての天空率 - 

 SVFW 北西から南西にかけての天空率 - 

 SVFS 南西から南東にかけての天空率 - 

  SVFE 南東から北東にかけての天空率 - 

 

図 4-13 4つの SVFのイメージ 
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4.8.2 解析結果 

重回帰分析の結果を表 4-8、図 4-14 に示す。建物の性能や近隣環境が建物のエネルギー

消費量や壁掛け型 PV の発電量に影響を与えるという研究結果は多いが[19-23]、本研究の

結果では、建物の形状が各目的変数に最も大きな影響を与えることが示された。一般に、

建物性能は目的変数に大きな影響を与えるが、今回の分析では、建物性能が良好なものの

みを対象としたため、その影響は小さかった。建物の一次エネルギー消費量（Ebuild ）に対

し、 Uwindow と APPV以外の P 値は 0.05 以下となり有意な差が確認できた。APPVは PV の発

電量に寄与する値なので有意差が見られなかった。建物の性能は空調一次エネルギー消費

量に影響を与える項目である。しかし、どの項目も効果量が低いか、もしくは有意差が見

られなかった。これは本研究で設定したシミュレーションのケースが全体的に高性能であ

ったためだと考えられる。Ebuild に対する 有意差があった説明変数は Ebuild にと正の相関を

示した。中でも Hbuild の効果量が一番高かった。建物の発電量（EGbuild）の建物の性能と

APwindow以外の説明変数の P値は 0.05以下となり有意な差が確認できた。有意差が確認でき

なかった項目は PV の発電量に影響を及ぼさない項目である。有意差があった説明変数は

SVFN を除いて EGbuild と正の相関があった。これは説明変数が PV の面積を増やす要因であ

るだと考えられる。特に EGbuildは建物の形状に対し大きな効果量を示している。SVFNのみ

負の相関を見せたが、効果量はほぼ 0 に近く影響は少ないと思われる。EG/E の建物性能の

Uwindowを除くすべての変数の P値は 0.05未満であり、有意な差であった。EG/Eは EGbuildを

Ebuild で割った値なので、EG/E に対する説明変数の標準偏回帰係数は EGbuild と Ebuild に対す

る説明変数の効果量に応じて変化している。例えば、Hbuildでは Ebuildが EGbuildよりも大きな

効果量を示したことで、建物が高くなると発電量もエネルギー消費量も増加するが、エネ

ルギー消費量のほうがより増加することが確認できた。そのため、建物が高くなるほど

EG/E は分母のエネルギー消費量のほうがより増大することになるので、EG/E と Hbuildは負

の相関を示した。 

以上より、Ebuild 、EGbuild 、EG/E は建物の形状に対し大きな効果量を示しており、次で周

辺環境となった。つまり、建物の形状がEG/Eに最も大きな影響与えることが確認できた。

今回はオフィスビルを対象にしたが、住宅のような建物の高さが 2 階程度しかない建物で

解析すれば、より周辺環境の影響が高くなると考えられる。また、EG/E に対し建物の性能

はほとんど寄与していないことが示されたが、先にも述べたように本研究で設定したシミ

ュレーションのケースが全体的に高性能であったためだと考えられる。そのため極端に熱

貫流率の悪い外壁や窓をシミュレーションのケースに採用すれば、より高い効果量を示す

可能性がある。 
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図 4-14 各説明変数の標準偏回帰係数 

表 4-8  Ebuild 、EGbuild 、PG/E の重回帰分析結果 

Ebuild                       

  建物の性能 建物の形状 周辺環境 

  Uwindow SCwindow Uwall Afloor APPV APwindow Hbuild SVFN SVFW SVFS SVFE 

標準偏回帰係数 0.008 0.024 0.006 0.358 0.000 0.039 0.974 0.072 0.088 0.037 0.070 

P 値 0.259 0.001 0.038 0.000 0.879 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 

                        

EGbuild                       

  建物の性能 建物の形状 周辺環境 

  Uwindow SCwindow Uwall Afloor APPV APwindow Hbuild SVFN SVFW SVFS SVFE 

標準偏回帰係数 0.000 0.000 0.000 0.177 0.546 -0.004 0.829 -0.028 0.074 0.166 0.034 

P 値 1.000 1.000 1.000 0.000 0.000 0.356 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 

                        

PG/E                       

  建物の性能 建物の形状 周辺環境 

  Uwindow SCwindow Uwall Afloor APPV APwindow Hbuild SVFN SVFW SVFS SVFE 

標準偏回帰係数 -0.008 -0.033 -0.008 -0.198 0.824 -0.062 -0.111 -0.044 0.024 0.100 0.016 

P 値 0.311 0.000 0.017 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 

 

 

  

PVbuild Ebuild PG/E 
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延床面積に対する EG/E の散布図を図 4-15 に示す。図 4-15 に表 4-5 に示した窓面積のサ

イズごとに 3 つの図を示す。プロットの色は、窓と外壁の性能ごとに異なっている。窓や

外壁の性能の違いによる EG/E の変動幅は最大で 0.13 程度であった。しかし、延べ床面積

が大きくなるにつれて、EG/E の変動幅はほとんどなくなった。窓面積の割合の変化による

EG/E の変動は顕著であった。既往研究より窓面積の割合が少ない方が冷暖房負荷の低減に

有利であることが示されている[24-27]。Case1、2、3 を比較すると、窓面積が小さい Case1

は冷暖房負荷が小さいく、また、PV の設置面積も広くなるため EG/E が大きくなり、カー

ボンニュートラルを達成しやすくなった。いずれの Case でも延床面積が狭いとき EG/E が

1 を超える建物があった。 

以上より延べ床面積が狭い建物では外壁や窓の性能を向上させ、太陽電池を広く設置す

ることでカーボンニュートラルを達成しやすいことが分かった。一方で、延べ床面積が広

い建物では上記の各条件が良好でもカーボンニュートラルの達成が難しため、高効率の設

備の導入や、建物の運用方法の最適化を検討し、省エネルギー化を実施する必要があるこ

とが判明した。                                                                  
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図 4-15 ケースごとの EG/E 
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図 4-16 に Area-A を対象として、外壁を Ow1、窓を Wq1、窓面積を Case-1 の時の EG/E

の計算結果を示す。EG/E の EG/E が大きい値である赤色に近い建物は周辺に建物が少なく、

かつ、建築面積が小さい。また、地図内で分散して存在する。対して、EG/E が小さい値で

ある緑色に近い建物は札幌駅からすすきのの間で密集している。このエリアの建物は高層

のオフィスビルが多く図 4-15 で確認したように窓や壁の性能の改善や太陽光発電だけでは

EG/E の改善が難しい建物である。そのため、これらの建物は都市内で電力融通をするなど

のサポートが必要だと考えられる。また、EG/E が密集しているため、このエリアを対象と

した地域冷暖房を強化することでエリアとしてのカーボンニュートラル化を改善できると

考えられる。 

以上より、EG/E を地図化することで、カーボンニュートラルを達成するための支援を必

要とする建物の位置関係が把握できるようになった。この図を用いることで電力融通や地

冷の最適な経路を把握することが可能であり、都市としてのカーボンニュートラル化の実

現に貢献できる。 

 

 

図 4-16 EG/Eの分布図（Ow1、Wq1、Case-1）  
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4.9 まとめ 

本章では日射量の算出手法の応用として、壁面に設置した PV の発電量と、様々な形状

のビルモデルのエネルギー消費量を算出し、オフィスビルがカーボンニュートラルを実現

のための条件分析を行った。本章の成果を以下に示す。 

（1）提案手法を応用して、壁面への入射日射量の算出する手法を提案した。外壁が大き

な日射量を得るための条件として、外壁が南向きであること、外壁の周辺に隣接する建物

がないことが確認された。算出された日射量から発電量を算出した。札幌のオフィスビル

の 多くは 、0kWh/(m2・年 ） ～40kWh/m2・年の発 電量で ある。 場所に よって は

170kWh/(m2・年)～180kWh/(m2・年)の発電量が期待できることが確認された。 

（2）GIS から建物のモデルを作成し、建物の一次エネルギー消費量を算出した。また、建

物の一次エネルギー消費量に対する発電量（EG/E）も算出した。Area-A では、同じような

環境のオフィスビルでも、建物自体の形状や性能によって、EG/E が大きく異なる建物があ

った。算出されたビルの中には、EG/E が 1 より大きいものもあった。 

（3）11 個の説明変数を用いて、EG/E、Ebuild、EGbuild について重回帰分析を行った。その

結果、延べ床面積が小さい建物では、窓や外壁の性能を向上させ、PV 面積を大きく確保す

れば、EG/E は 1 以上となり、カーボンニュートラルが達成できることが示された。しかし、

延べ床面積が大きい建物では、窓や外壁の性能向上や PV 面積の確保で EG/E を向上させる

ことは困難であることが確認できた。そのため、EG/E を向上させるためには、使用する機

器の性能向上や空調設備の効率的な運用を検討する必要がある。 

（4）EG/E を地図化することで、カーボンニュートラルを達成するための支援を必要とす

る建物の位置関係が把握した。この図を用いることで電力融通や地冷の最適な経路を把握

することが可能であり、都市としてのカーボンニュートラル化の実現に貢献できる。 
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第5章 東京五輪・マラソンコースの暑熱環境評価 

5.1 はじめに 

マラソンは過酷な耐久スポーツである。コースの環境によっては熱中症や脱水症状のリ

スクを伴う。2021年に開催された東京オリンピックのマラソンで 106人中 30人の棄権があ

った[1]。これは 30℃近い気温と高い湿度が原因で体温が下がらなかったのではないかとい

われている。Roberts らはレース開始時の WBGT が 13℃超えるとマラソンを棄権する人数

が増加することを示し、北緯 40°以上の地域において、21℃を超える高温条件下でのレー

スの開催はすべきではないとした[2]。Tan らは 3 年間のシンガポールマラソンのデータよ

り、乾球温度と湿球温度の微小な変化でもマラソンのパフォーマンスに影響を与えること

を示した[3]。Helou らは温度、湿度、露点、海面気圧の 4 つの環境要因と NO2、SO2、O3、

PM10 の 4 つの大気汚染物質がマラソンランナーのパフォーマンスに与える影響を調べ、気

温の影響が最も大きいことを示した[4]。Armstrong らは WBGT が 28℃を超えると労作性熱

射病を発症するリスクが高いこと示し、イベントの延期もしくは中止を考えるべきだとし

た[5]。このように高温環境におけるマラソンのリスクは高いことが示される一方で IPCC

の報告より世界の平均気温は年々上昇を続けており[6]、屋外の熱環境が悪化し続けている。

その為、マラソンランナーの熱中症リスクを抑えるためには事前にマラソンコースの暑熱

環境を把握しなければならない。 

暑熱環境に影響を及ぼす要因の中で、日射量や赤外放射は周辺地形の影響を最も受けや

すい。日射量や赤外放射は地表面の温度やグローブ温度にも寄与する。Otani らは日射量の

増大が持久的運動能力の低下につながることを示した[7]。そのため、マラソンコースの各

場所で得らえる日射量を正確に把握することは重要である。 

 本章では日射量の算出手法の応用として、東京五輪・マラソンコースの日射量を算出し、

その値をもとに WBGT を算出することで、マラソンコースの暑熱環境を評価する。 
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5.2 暑熱環境の指標－WBGT 

 WBGT は暑熱環境を把握するための指標として用いられる。WBGT は米国陸軍と海兵隊

の屋外訓練において熱中症の発生を抑制するために開発された指標である[8]。現在の研究

でも WBGT はスポーツや労働活動を行う環境の評価に利用される[9-11]。また、日本では

ISO7243 を基に日本工業規格に準じた JIS Z8504 により WBGT を定義しており[13]、公益財

団法人日本スポーツ協会(JSPO)により、熱中症を予防するための活動基準が WBGT で示さ

れている[14]。表 5-1 に日本スポーツ協会が示した運動に関する指針を記載する。環境省は

この指針を基に日本全国の暑熱環境を予測し、警戒が必要な地域を情報提供している[15]。

WBGT は暑熱環境の指標として日本では標準的に使用されている。本研究でも暑熱環境の

指標として WBGT を使用した。 

 

表 5-1運動に関する指針（日本スポーツ協会「スポーツ活動中の熱中症予防ガイドブック」

（2019）より引用[14]） 

気温 暑さ指数 
熱中症予防運動指針 

（参考） （WBGT） 

35℃以上 31 以上 運動は原則中止 
特別の場合以外は運動を中止する。特

に子どもの場合には中止すべき。 

31～35℃ 28～31 
厳重警戒 

（激しい運動は中止） 

熱中症の危険性が高いので、激しい運

動や持久走など体温が上昇しやすい運

動は避ける。10～20 分おきに休憩を

とり水分・塩分の補給を行う。暑さに

弱い人は運動を軽減または中止。 

28～31℃ 25～28 
警戒 

（積極的に休憩） 

熱中症の危険が増すので、積極的に休

憩をとり適宜、水分・塩分を補給す

る。激しい運動では、30 分おきくら

いに休憩をとる。 

24～28℃ 21～25 
注意 

（積極的に水分補給） 

熱中症による死亡事故が発生する可能

性がある。熱中症の兆候に注意すると

ともに、運動の合間に積極的に水分・

塩分を補給する。 

24℃未満 21 未満 
ほぼ安全 

（適宜水分補給） 

通常は熱中症の危険は小さいが、適宜

水分・塩分の補給は必要である。市民

マラソンなどではこの条件でも熱中症

が発生するので注意。 
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5.3 使用するツール-QGIS 

 5.6.2 章で樹木の GIS を作成するときに QGIS を用いた。QGIS は、オープンソースの地

理空間情報データの閲覧・編集・分析機能を持つ地理情報システム（GIS）である[16]。

QGIS は世界中の有志が共同で開発したアプリケーションであるため、グの修正や開発コ

ードも日々提供されており、無償でありながら高い機能・操作性を有する。また、オープ

ンソースであるためユーザー自身でカスタマイズも可能であり、使用用途に沿った利用が

可能である。QGIS では GIS に関連する形式のデータや、ラスタ形式、ベクタ形式のデー

タも取り扱うことが可能であるだけでなく、CSV で作成した座標群を取り込むことで地図

上に表記可能である。次節の図 5-1 で示した地図画像は QGIS で作成しており、建物は shp

データを基に表現し、樹木は画像データより選択した個所を基に表現している。マラソン

コースは QGIS 上に表示されたデータより目視で設定し、CSV として保存している。この

ように QGIS は地図データを扱う上で非常に優れたツールである。 

その他のシミュレーションは R 言語を用いた。 

  



東京五輪・マラソンコースの温熱評価 

94 

 

5.4 解析範囲 

解析範囲は東京五輪・男子マラソンのマラソンコースが対象である。コースは、木陰の

多い北海道大学や大通公園、高層ビルが集中する札幌駅前通り、南北に一直線に伸びる幅

の広い創成川通、住宅地に囲まれた白石藻岩通で構成されている。図 5-1 にマラソンコー

スを示す。図 5-1 の赤い線がマラソンコースである。緑が樹木を示し、灰色が建物を示す。

女子マラソンが開催された 8 月 7 日の平均気温は 28.0℃、最高気温は 31.9℃。男子マラソ

ンが行われた 8月 8日の平均気温は 26.7℃、最高気温は 29.7℃。両大会とも、札幌市の 8月

の平均気温を上回った。日本体育協会の「運動時の熱中症予防対策ガイドライン」では、

乾球温度 28℃～31℃では、激しい運動時には約 30分おきに休憩を取ることが望ましいとさ

れている[14]。したがって、フルマラソンを実施する場合、マラソンコースの暑熱環境を

正確に把握する必要がある。 

 

図 5-1 解析範囲（マラソンコース） 
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5.5 解析日時の設定 

本研究では東京五輪・男子マラソン開催日の 2021 年 8 月 8 日の 1 分気象データが入手で

きなかったため、2020 年 8 月 1 日～31 日より、最も近い気象データを使用した。 

各日程を比較するときのデータは気象庁が公開している 1 時間データを利用した。5～14

時の日射量、外気温、湿度の 3 つの気象データを比較した。初めに 2020 年 8 月の各日の時

間帯ごとの気象データと開催日の時間帯ごとの気象データより以下の式 5-1 に入力し、

ΔX(dy)を求めた。 

𝛥𝑋(𝑑𝑦) =
∑ √(𝑋(𝑑𝑦, ℎ𝑟) − 𝑋2021(ℎ𝑟))

214
ℎ𝑟=5

𝑛
 

5-1 

𝛥𝑋(𝑑𝑦)： 2021 年 8 月 8 日（開催日）と 2020 年 8 月の気象データの差の平均 

𝑋(𝑑𝑦, ℎ𝑟)：dy,hr に応じた気象データ 

𝑋2021(ℎ𝑟) ： 開催日の hr に応じた気象データ 

𝑛：データ数（＝10） 

𝑑𝑦：日（2020 年 8 月 1 日 < 𝑑𝑦 < 2020 年 8 月 31 日） 

ℎ𝑟：時間（ 5 時 < ℎ𝑟 < 14 時） 

 

 ΔX(dy)が小さいほど開催日の 5～14 時の気象データの推移に近いとした。各気象データ

は 1 日ごとに ΔX(dy)を算出しており、気象データごとに以下の式 5-2 で標準化を算出し

た。 

𝑧(𝑑𝑦) =
𝛥𝑋(𝑑𝑦) − 𝛥𝑋̅̅ ̅̅

𝛥𝑋𝜎
 5-2 

𝑧(𝑑𝑦)： dy に応じた気象データの標準化した値 

𝛥𝑋̅̅ ̅̅ ： 𝛥𝑋(dy)の平均値 

𝛥𝑋𝜎： 𝛥𝑋(dy)の分散 

 

各気象データを標準化することで、異なる単位でも比較検討が可能になる。各気象デー

タの標準化された値の平均が最も小さい日を開催日の気象データに最も近い日とした。表 

5-2 に式 5-1、5-2 で算出した値を示す。表 5-2 の z(dy)の合計の値が最も低いには 8 月 5 日

である。次いで、8 月 9 日、4 日となった。これらの 3 つの日の気象データと開催日の気象

データを図 5-2 に示す。選択された 3 日間の気象データは開催日の気象データと近い挙動

を示している。8 月 5 日の相対湿度は 7 時ごろに相対湿度 100％に近く、天候が雨だった可

能性がある。8 月 9 日は相対湿度が開催日の変動とかなり近いが、それ以外の値が開催日

の変動から外れている。本章では外気日射量、外気温、相対湿度の変動が、開催日の値と

近い 8 月 4 日の気象データにより解析をする。 
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表 5-2 男子マラソン開催日と 2020年 8月の各日の気象データの差 

日付 

2022 年 8 月 8 日の気象データとの差 

ΔX(dy) 
標準化した値 z(dy) 

z(dy)の
合計値 日射量 

(MJ/㎡) 

外気温

(℃) 

相対湿度

(％) 
日射量 外気温 相対湿度 

2020/8/1 0.96 2.11 8.70 1.92 -0.62 0.25 1.55 

2020/8/2 0.72 1.60 7.10 0.46 -0.84 -0.15 -0.53 

2020/8/3 0.80 2.94 2.30 0.97 -0.26 -1.35 -0.65 

2020/8/4 0.53 1.51 5.50 -0.71 -0.88 -0.55 -2.14 

2020/8/5 0.38 0.90 7.20 -1.63 -1.14 -0.12 -2.90 

2020/8/6 0.58 1.31 5.70 -0.39 -0.97 -0.50 -1.86 

2020/8/7 0.65 2.60 6.50 0.01 -0.41 -0.30 -0.70 

2020/8/8 0.29 6.55 3.00 -2.18 1.29 -1.18 -2.07 

2020/8/9 0.43 4.26 2.60 -1.32 0.30 -1.28 -2.29 

2020/8/10 0.79 4.10 10.50 0.89 0.24 0.71 1.83 

2020/8/11 0.72 1.70 6.40 0.47 -0.80 -0.32 -0.66 

2020/8/12 0.65 2.35 8.70 0.04 -0.52 0.25 -0.22 

2020/8/13 0.80 1.53 13.70 0.98 -0.87 1.51 1.62 

2020/8/14 0.53 5.44 4.50 -0.70 0.81 -0.80 -0.69 

2020/8/15 0.55 3.94 3.80 -0.61 0.17 -0.98 -1.42 

2020/8/16 0.57 4.16 10.20 -0.46 0.26 0.63 0.43 

2020/8/17 0.69 1.90 7.20 0.30 -0.71 -0.12 -0.54 

2020/8/18 0.71 2.82 9.40 0.38 -0.32 0.43 0.49 

2020/8/19 0.53 2.47 6.60 -0.73 -0.47 -0.27 -1.47 

2020/8/20 0.80 4.28 11.00 0.98 0.31 0.83 2.12 

2020/8/21 0.37 6.88 5.10 -1.71 1.43 -0.65 -0.93 

2020/8/22 0.52 5.95 16.90 -0.79 1.03 2.31 2.56 

2020/8/23 0.80 4.81 7.70 0.93 0.54 0.00 1.47 

2020/8/24 0.70 3.34 9.40 0.37 -0.09 0.43 0.70 

2020/8/25 0.66 2.83 1.80 0.06 -0.31 -1.48 -1.73 

2020/8/26 0.67 1.43 6.80 0.13 -0.92 -0.22 -1.01 

2020/8/27 0.67 1.88 5.30 0.14 -0.72 -0.60 -1.18 

2020/8/28 0.58 2.35 7.80 -0.43 -0.52 0.03 -0.92 

2020/8/29 0.81 2.09 10.70 1.00 -0.63 0.76 1.12 

2020/8/30 1.02 10.63 20.40 2.31 3.05 3.19 8.55 

2020/8/31 0.54 9.53 5.80 -0.67 2.58 -0.47 1.43 



東京五輪・マラソンコースの温熱評価 

97 

 

 

図 5-2 開催日と 8 月 4日、5日、9日の気象データ（上が日射量、真ん中が外気温、下が

湿度） 
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5.6 樹木の正射影画像を作成 

都市の暑熱環境に影響をあたる障害物として、建物のほかに樹木が存在する。樹木が熱

環境に影響を与えることは既往の研究からも明らかである。Loyde らは熱環境への影響は

樹木からの距離よりも樹冠の構造に依存するとし、常緑樹よりも落葉樹の方が年間を通し

て都市の熱環境にいい影響を与えることを示した[17]。Ling Kong らは樹木が放射温度と

PET の両方を下げることを示唆した[18]。BauShow らは樹木による気温、地表面温度の減

少を確認し、温度低下には日射量がかかわっていることを示した[19]。その為、樹木の位

置を把握することは重要である。 

日本では建物の GIS データのほか、国土交通省の国土数値情報ダウンロードサービスよ

り景観重要建物・樹木の GIS データを入手できる。しかし、札幌市を対象とした場合、樹

木の GIS が整備されている場所は少なく、解析範囲を網羅していなかった。そのため、樹

木を正射影画像上に投影する方法を検討した。 

 

 

5.6.1 DSM の標高データによる樹木の正射影画像作成 

以下の図 5-3 に示す範囲で建物と DSM データを抽出し、樹木と建物の正射影画像を作成

した。赤い点はマラソンコースより選択した点（以降、解析点と称す）である。赤い円は

樹木として DSM を抽出した範囲である。建物は解析地点を中心に半径 200m 以内のみ抽出

した。 

 

図 5-3 樹木の抽出範囲 
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 2.4.3 節の式 2-1～2-3 を参考に樹木の正射影画像を作成した。解析点に地表面の高さは解

析地点に最も近い DEM の標高とし、地表面の高さから 1.1m の位置を重心座標 G とした。

1.1m の高さは JIS Z 8504 に記載されている作業者が立位の時の腹部の高さである[13]。GIS

データより解析点の重心座標 G から半径 50m 以内の樹木の画素を抽出した。抽出された画

素はドロネーの三角形分割により複数の三角形に変換した。この三角形の集まりが正射影

画像上に投影される樹木の影となる。三角形の頂点を 2.4.3 節の式 2-1 の N とし、式 2-1～

2-3を繰り返し解くことで、すべての Nを正投影画像上に投影する。正投影画像に投影され

た複数の点 P からなる多角形を赤色で着色することで、樹木を正投影画像に投影している。 

図 5-4 に作成した正射影画像、図 5-5 に抽出した DSM の座標のプロット図を示す。図 

5-5 は DSM の座標の標高に応じて色を変えており、青い色ほど高い標高を示す。重心座標

よりも低い標高を持つ DSM の座標は図 5-5 にはプロットされていない。図 5-4 の合成画像

を確認すると、建物と樹木が重ねっている箇所は、もともと建物があり、その高さを反映

したものだと考えられる。そのため、緑の丸で示したように建物が重なっていない箇所が

樹木であると考えられる。図 5-4 で緑の丸で示した箇所を図 5-5 に緑の丸で示す。投影され

た箇所は建物と建物の間であり、街路樹が植えられている。しかし、図 5-4 のみどり丸の

箇所を確認すると、高い樹木が建物間を埋め尽くすように植えられているようにも見える。

このため、本来樹木がない箇所に樹木があるように誤認する恐れがある。そのため、別の

手段で樹木がある範囲を示す必要がある。本研究で使用しているDSMより細かいメッシュ

のデータであればより高い精度で投影できる可能性もあるが、計算処理するデータ量も多

くなるため、計算負荷が膨大になり、時間がかかる懸念もある。 

 

図 5-4 樹木と建物の正射影画像、および、合成画像 
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図 5-5 DSMのプロット地図 
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5.6.2 空中写真による樹木の GISデータ作成 

 都市内の樹木の場所を確認するために空中写真を使用した。空中写真は国土地理院の地

図・空中写真閲覧サービスより無料で入手できる。本研究では 2020 年 9 月の画像を使用し

た[20]。空中写真を基に樹木の場所を指定したのち、QGIS により専用の樹木の GIS データ

を作成した。授網の GIS データの作成手順は以下の通りである。 

 

STEP1：空中写真より写る樹木を目視で赤塗し、写真のすべてのピクセルに座標を付与し

た。QGISのジオリファレンス機能を用いることで、空中写真のすべてのピクセルに位置情

報を追加できる。位置情報は参照した GISに合わせて設定される。本研究では FGD と同じ

測地系の座標を付与した。座標間の距離は 0.6m間隔となっている。つまり、0.6mのごとに

樹木のある箇所が確認できる。 

空中写真は画像の端の方に写っている建物ほど、GIS データの建物の位置とずれる。そ

のため、画像の位置補正が必要となる。QGISのジオレファレンス処理の機能を用いること

で GIS データに合わせて画像を補正することができる。補正した画像に表示される樹木は

目視により赤塗する。図 5-6 に補正した画像の写真を表示する。図 5-6 の左図はオリジナル

の画像である。図 5-6 の右図は補正した画像であり、赤塗の箇所は樹木である。図 5-6 は国

土地理院の空中写真を編集した画像である[20]。右図の画像の四隅に黒色となっている部

分は補正により色情報がなくなった部分である。 

 

図 5-6 補正前後の空中写真（左図が補正前、右図が補正後） 
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STEP2：補正後の画像で赤く塗られた部分の画素を樹木とし、その画素に高さ情報を付与

する。画素の位置情報を TP としたとき、TP を以下の式で示した。 

𝑇𝑃 = (𝑇𝑃𝑥 , 𝑇𝑃𝑦, 𝑇𝑃𝑧−ℎ𝑖𝑔ℎ, 𝑇𝑃𝑧−𝑔𝑟𝑜𝑛𝑑) 

𝑇𝑃：画素の位置情報 

𝑇𝑃𝑥：画素の x 座標 

𝑇𝑃𝑦：画素の y 座標 

𝑇𝑃𝑧−ℎ𝑖𝑔ℎ：画素の樹木の標高の z 座標 

𝑇𝑃𝑧−𝑔𝑟𝑜𝑛𝑑：画素の地面の標高の z 座標 

画素の TPxと TPy をもとに、その画素を取り囲む DSM データを 3 つ抽出する。この 3 つ

のデータで構成される平面を想定する。画素の𝑇𝑃𝑥と𝑇𝑃𝑦から、平面上の画素の位置を想定

して、𝑇𝑃𝑧−ℎ𝑖𝑔ℎに高さを付加する。図 5-7 に TPz-high に DSM を付与する図を示す。左図は地

図画像であり、オレンジの点がDSMデータ、青が画素、緑の丸で囲まれた点が抽出された

出画素と DSM データある。左図が TPz-high を付与する図であり、赤い点が平面上の画素で

ある。同様に、TPz-ground は、地形図の DEM データの高さを付与した。図 5-8 に樹木の参考

図を示す。正射影画像に投影される樹木の箇所は樹冠のみである。そのため、幹の高さを

設定する必要がある。本研究では、幹の高さを 3m とし、DSM 標高から DTM 標高と幹の

高さを引いて樹冠を求めた。ただし、樹冠が 0.6m 以下であれば、その場所に樹木はないも

のと判断した。 

 

 以上の手順を繰り返すことで、樹木の高さと地表面の標高を持つ GIS データを作成した。 

 

 
図 5-7 𝑻𝑷𝒛−𝒉𝒊𝒈𝒉の付与 
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図 5-8 樹木の参考図 
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5.6.3 正射影画像の作成 

樹木の GIS データより、5.6.1 節で説明した手順で樹木の正射影画像を作成した。図 5-9

に作成した樹木の正射影画像を示す。樹木の正射影画像はマラソンコースに沿って 20m ご

とに示した。樹木がある場所を設定したことで、樹木の位置に応じて正射影画像が作成で

きていることを確認できた。また、20m ごとでも表示されている画像が大きく異なること

が示された。 

 
図 5-9 樹木の正射影画像（20ｍごとに表示） 
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5.7 建物と樹木の正射影画像の合成 

建物の正射影画像は解析点を 2.4.3 節の式 2-1 の N とし、式 2-1～2-3 と同様の方法で作成

した。作成した建物と樹木の正射影画像を合成する。図 5-10 に合成した画像を示す。図 

5-10 の正射影画像内の黄色い箇所は建物と樹木が重なっている箇所である。この場合、日

射は建物に遮られるため、日射量が得られないとした。そのため、合成した正射影画像は

赤の部分が樹木を樹木とし、緑と黄の部分を建物とし、残りの黒い部分を天空とした。四

隅の黒色部分は対象外である。 

 

図 5-10 樹木と建物の正射影画像、および、合成画像 

  



東京五輪・マラソンコースの温熱評価 

106 

 

5.8 日射量算出手法の改善 

作成した正射影画像を基に法線面直達日射量と拡散日射量を算出する。気象データは、

気象業務支援センターから提供された 1分値データを使用した[21]。測定値は、外気温、相

対湿度、全天日射量、日照時間、蒸気圧である。これらのデータを基に、WBGT の計算に

必要な値、すなわち、法面直達日射量、水平面直達日射量、水平面拡散日射量、下方大気

放射量が算出された。以下の手順で WBGT の計算に必要な値を算出する。 

 

STEP 1： マラソンコースの解析はコースに沿って 5m間隔で行ったため、1秒ごとの気象デ

ータが必要となった。そのため、1 分間のデータを 1 秒間のデータに変換した。外気温、

相対湿度、蒸気圧は瞬時値であるため、1秒値は現在値と 1分前の値から線形補間で算出し

た。全天日射量は1分間の全天日射量の和であるため、これを1秒間の瞬時値に再変換し、

その 1分間の 1秒値はすべて同じ瞬時値であると仮定した。日照時間は、1分間に直達日射

が到達する時間である。日照時間が 0 であれば、その 1 分間の 1 秒間の値も 0 とし、それ

以外の場合はその 1 分間の 1 秒の値を 1 とした。 

 

STEP 2：1秒ごとの太陽位置を算出した。2.5.2節の式 2-4～2-18 を参考に算出した。計算時

刻は秒ではなく時に合わせる必要があるので注意が必要である。のちの手順で大気圏外放

射量が必要となる。松本らの計算モデルを参照し、以下の式 5-3、5-4 で求めた。 

𝑟 = ∑ 𝑃𝑖
′ ∙ cos(𝑄𝑖

′𝑇 + 𝑅𝑖
′) + 𝑃9

′ ∙ 𝑇 ∙ cos(𝑄9
′ ∙ 𝑇 + 𝑅9

′ )

8

𝑖=1

 5-3 

𝐼0−𝑛𝑜𝑟𝑚 =
𝐽0

𝑟2
 5-4 

𝐼0−𝑛𝑜𝑟𝑚： 大気の外縁における法線面日射量[W/m2] 

𝑟：地心距離[-,AU] 

𝐽0：太陽定数（＝1.367[W/m2]） 

𝑃𝑖
′：r を求めるときの係数[-] 

𝑄𝑖
′：r を求めるときの係数[-] 

𝑅𝑖
′：r を求めるときの係数[-] 

 

T は式 2-13 より算出した値を使用した。Q’、R’、T’は r を求めるとき係数であるが、i に

よって値が変化する。本研究では MetDS（株）気象データシステムによって公開された資

料に記載の係数を参照した[22]。 
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STEP 3： 1 分値には全天日射量しかないため、全天日射量より拡散放射量と直達放射量を

算出した。直達日射量と全天日射量を分離するためのモデルは今日まで様々なモデルが提

案されてきたが、気象データシステム（MetDS）によって、日本に適したモデルの検討さ

れた [23]。その結果、 Perez のモデルが最も正確であり、 Erbs のモデルは十分に正確であ

るとされた[24,25]。Erbs のモデルは計算式が簡易でありながらも、十分な制度があるとさ

れたため、全天日射量の直散分離モデルを使用した。拡散日射量を算出する式 5-5、5-6 を

以下に示す。 

𝐾𝑐 =
𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏

′

𝐼0−𝑛𝑜𝑟𝑚 sin ℎ𝑠𝑢𝑛
 5-5 

(1) KC < 0.22 のとき 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓
′ = 𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏

′ (1.0 − 0.09𝐾𝐶) 

(2)0.22 < KC ≦0.80 のとき 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓 = 𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏(0.9511 − 0.1604 ∙ 𝐾𝑐 + 4.388 ∙ 𝐾𝑐2 − 16.638 ∙ 𝐾𝑐3 + 12.336 ∙ 𝐾𝑐4) 

(3) KC > 0.80 のとき 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓
′ = 0.165 ∙ 𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏

′
 

 

5-6 

ℎ𝑠𝑢𝑛：太陽高度[°] 

𝐾𝑐：晴天指数[-] 

𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏
′ ：全天日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓
′ ：拡散日射量[W/m2] 

直達日射量は算出した拡散日射量を全天日射量から引くことで求めた。さらに、太陽高

度より法線面直達日射量を求めた。以下に直達日射量と拡散日射量の算出する式 5-7、5-8

を示す。 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒 = 𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏 − 𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓 5-7 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚 =
𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒

sin ℎ𝑠𝑢𝑛
 5-8 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒：水平面直達日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚：法線面直達日射量[W/m2] 

ℎ𝑠𝑢𝑛：太陽高度[rad] 

 

STEP 4：拡散日射量を放射輝度分布に変換する。井川らは太陽高度と大気外放射と全天日

射量と拡散日射量より、天空状態を分類する指標として定義される晴天指数と清澄指標を

算出し、すべての天空状態の天空輝度と天空放射輝度の分布の絶対値を連続的に表す式を

提案した[26]。式は改良が重ねられたことで、非常に再現性の高いモデルとなった。本研

究では松本らの太陽位置の計算式と、Erbs の日射直散分離の計算式を用いることで、全天

日射量のみ計測していれば、拡散日射量の天空放射輝度分布を算出できるように整理した。

以下の天空放射輝度分布を算出する式 5-9～5-22 を以下に示す。 

𝐿𝑒𝑎(ℎ, ℎ𝑠𝑘𝑦 , 𝜁𝑠𝑘𝑦) = 𝐿𝑒𝑧(ℎ) ∙ 𝐿𝑒(ℎ, ℎ𝑠𝑘𝑦, 𝜁𝑠𝑘𝑦) 5-9 
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𝐿𝑒(ℎ, ℎ𝑠𝑘𝑦 , 𝜁𝑠𝑘𝑦) =
𝜑(ℎ𝑠𝑘𝑦) ∙ 𝑓(𝜁𝑠𝑘𝑦)

𝜑 (
𝜋
2) ∙ 𝑓 (

𝜋
2 − ℎ)

 5-10 

𝜑(ℎ𝑠𝑘𝑦) = 1 + 𝑎 ∙ exp(
𝑏

sin ℎ𝑠𝑘𝑦
) 5-11 

𝑓(𝜁𝑠𝑘𝑦) = 1 + 𝑐 {exp(𝑑 ∙ 𝜁𝑠𝑘𝑦) − exp (𝑑 ∙
𝜋

2
)} + 𝑒 ∙ cos2 𝜁𝑠𝑘𝑦 5-12 

𝜁𝑠𝑘𝑦 = arccos{sin ℎ𝑠𝑢𝑛 sin ℎ𝑠𝑘𝑦 + cos ℎ𝑠𝑢𝑛 cos ℎ𝑠𝑘𝑦 cos|𝛼𝑠𝑢𝑛 − 𝛼𝑠𝑘𝑦|} 5-13 

𝐾𝑐 =
𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏

𝑆𝑒𝑒𝑔
 5-14 

𝐶𝑙𝑒 =
1 − 𝐶𝑒

1 − 𝐶𝑒𝑠
 5-15 

𝐶𝑒 =
𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓

′

𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏
′  5-16 

𝑆𝑒𝑒𝑔 =
0.84 ∙ 𝐼0−𝑛𝑜𝑟𝑚

𝑚
exp(−0.054 ∙ 𝑚) 5-17 

𝐶𝑒𝑠 = 0.08302 + 0.5358 ∙ exp(−17.394 ∙ ℎ) + 0.3818 ∙ exp(−3.289 ∙ ℎ) 5-18 

𝑚 =
1

cos(ℎ𝑧) + 0.50572 ∙ (96.07995 − ℎ𝑧)−1.6364
 5-19 

𝐿𝑒𝑎(ℎ, ℎ𝑠𝑘𝑦, 𝜁𝑠𝑘𝑦)：絶対値で示す天空放射輝度分布[W/(m2∙sr)] 

𝐿𝑒𝑧(ℎ)：天頂放射輝度[W/(m2∙sr)] 

𝐿𝑒(ℎ, ℎ𝑠𝑘𝑦, 𝜁𝑠𝑘𝑦)：相対天空放射輝度分布[-] 

ℎ𝑠𝑢𝑛：太陽高度[rad] 

ℎ𝑠𝑘𝑦：天空要素の高度[rad] 

𝛼𝑠𝑢𝑛：太陽方位角[rad] 

𝛼𝑠𝑘𝑦：天空要素の方位角[rad] 

𝜁𝑠𝑘𝑦：太陽と天空要素の各距離[rad] 

𝐶𝑙𝑒：清澄指数[-] 

𝐶𝑒：クラウドレイショ[-] 

𝐶𝑒𝑠：基準クラウドレイショ[-] 

𝑆𝑒𝑒𝑔：基準全天日射量[W/m2] 

ℎ：太陽高度[°] 

ℎ𝑍：天頂角[°] 

𝑚：大気経路[-] 

式 5-11、5-12 の係数 a、b、c、d、e は以下の式のより求められる。 

𝑥 = 𝐴 + 𝐵 ∙ exp(−
𝐺𝐾𝑐

2
) + 𝐸 ∙ exp(−

𝐺𝐶𝑙𝑒

2
) + 𝐻 ∙ exp(−

𝐺𝐾𝑐 + 𝐺𝐶𝑙𝑒

2
) 5-20 

𝐺𝐾𝑐 = (
𝐾𝑐 − 𝐶

𝐷
)

2

 5-21 
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𝐺𝐶𝑙𝑒 = (
𝐶𝑙𝑒 − 𝐹

𝐺
)

2

 5-22 

𝐴～𝐺：a～e を求めるための係数 

A、B、C、D、E、F、G、H は x で求める係数によって変わる。A～Ｈの係数表は井川に

よって公表された値を用いた[27]。式 5-9 の Lez(h)は以下の式 5-23～5-26 で求められる。 

𝐿𝑒𝑧 = 𝐿𝑧𝐸𝑑 ∙ 𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓 5-23 

𝐿𝑧𝐸𝑑 = ∑[𝐴(𝑘) ∙ 𝐾𝑐𝑘]

5

𝑘=0

 5-24 

𝐴(𝑘) = ∑[𝐵(𝑗, 𝑘) ∙ 𝐶𝑙𝑒𝑗]

6

𝑗=0

 5-25 

𝐵(𝑗, 𝑘) = ∑[𝐶(𝑖, 𝑗, 𝑘) ∙ ℎ𝑖]

5

𝑖=0

 5-26 

𝐴(𝑘)、𝐵(𝑗, 𝑘)、𝐶(𝑖, 𝑗, 𝑘)：LzEd を求めるための係数 

A(k)､B(j,k)､C(i,j,k)は i、j、k の値で変化する係数である。A(k)､B(j,k)､C(i,j,k)の係数表は井

川によって公表された値を用いた[27]。図 5-11 に作成した天空放射輝度分布を示す。水色

の点が太陽位置である。赤が輝度分布拡散を示している。 

 

図 5-11 放射輝度分布（7～12時） 
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STEP 5： 大気放射量を算出する。WBGT を計算する過程で日射量とは別に大気放射量が必

要とであり、藤枝の大気放射量の計算モデルにより算出した [28]。藤枝は Brutsaert のモデ

ルを基に日本の 5 か所の気象特性に応じた大気放射量の改善式を提案しており、曇天時の

大気放射量も算出することができる。改善式には札幌の気象特性を反映した式があるた

め、本研究では札幌の改善式を利用した。晴天時の大気放射量を以下の式 5-27、5-28で

示す。 

𝜀𝛼0 =
𝑅𝐶𝐿𝑅

𝜎 ∙ 𝑇0
4 5-27 

𝜀𝛼0 = 𝐶0 (
𝑒0

𝑇0
)

𝐶1

 5-28 

𝜀𝛼0：晴天時の大気の射出率[-] 

𝑅𝐶𝐿𝑅：晴天時の下向き大気放射量[W/m2] 

𝜎：ステファン・ボルツマン定数（＝5.67×10-8W/(m2∙K4)） 

𝑇0： 地上の気温[K] 

𝐶0、𝐶1：地域の気象特性の係数[-] 

𝑒0：蒸気圧[hPa] 

 C0と C1は地域の気象特性によって変化する。札幌の場合は C0が 1.0376、C1が 1/10.857

である。蒸気圧は 1 分値から補間した 1 秒の蒸気圧を使用した。日照時間に応じて、晴天

時以外の大気放射量は以下の式 5-29、5-30 で示す。 

𝑚𝑟 = 1/(sin ℎ + 0.50572(ℎ + 6.07995)−1.6364 5-29 

(1)SD ＞ 0 のとき 

𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛
′ = 𝑓(𝑆𝐷, 𝑚𝑟) ∙ 𝑅𝐶𝐿𝑅  

𝑓(𝑆𝐷, 𝑚𝑟) = 𝑦0 + 𝐴 (
𝑚𝑟

𝑆𝐷
)

𝑝𝑜𝑤

 

(2)SD = 0 のとき 

𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛
′ = 𝑓(𝑚𝑟) ∙ (𝜎 ∙ 𝑇0

4) 

𝑓(𝑚𝑟) = 𝐾0 + 𝐾1 ∙ 𝑚𝑟 + 𝐾2 ∙ 𝑚𝑟 
2  

5-30 

𝑆𝐷：日照時間 

ℎ：太陽高度[deg] 

𝑚𝑟：相対大気経路[-] 

𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛
′ ：曇天時の大気放射量 

𝑦0, 𝐴, 𝑝𝑜𝑤, 𝐾0, 𝐾1, 𝐾2： 地域の気象特性の係数 

 y0、A、pow、K0、K1、K2地域の気象特性によって変化する。札幌の場合は y0が 1.222、

A が-0.244、pow が-0.398、K0が 0.9503、K1が-0.0072、K2が 0.00028 である。SDは晴天時が

1 であり、1 分値から補間した 1 秒の日照時間を使用した。 
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STEP 6：周辺環境を加味したデータに日射量と大気放射量を変換した。STEP 3 で算出し

た直達日射量、STEP 4 で算出した放射輝度分、STEP 5 で算出した大気放射量は周囲に建物

や樹木がない状態の値である。正射影画像によって、これらのデータをして周辺環境を加

味したデータに変換する。正射影画像は建物と樹木と天空に分かれている。樹木は明確な

透過率が決まっていない。本研究では藤原らが参考した以下の式 5-31 を採用している[29]。 

𝜏𝑡𝑟𝑒𝑒 = exp(−𝑘 ∙ 𝑎 ∙ 𝑙) 5-31 

𝜏𝑡𝑟𝑒𝑒：樹木の日射透過率[-] 

𝑘：消散係数[-] 

𝑎：葉面積密度[m-1] 

𝑙：樹木内を通過した経路長[m] 

吉田らのモデルを参考に、a は 1m-1、ｋは 0.6 とした。樹木の GIS データは 5.6.2 節で述

べたように、0.6mメッシュで作成している。また、樹冠が 0.6m以上としているので、日射

が樹木を透過する場合、どの高度や方位からも 0.6ｍ以上は樹木を貫通することになる。そ

のため、本研究では l を 0.6 とし、樹木の日射透過率は 0.7 とした。 

直達日射量は 2.5.2 節の式 2-4～2-18 で算出した太陽高度、太陽方位角を基に太陽を正射

影画像上に投影し、投影された箇所に応じて日射透過率を掛けることで算出した。式 5-32

は以下の通りである。 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚 = 𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚
′ ∙ 𝜏 5-32 

(1) 建物に投影された場合 

𝜏 = 0 

(2) 樹木に投影された場合 

𝜏 = 𝜏𝑡𝑟𝑒𝑒 = 0.7 

(3) 天空に投影された場合 

𝜏 = 1 

5-33 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚：周辺環境を加味した法線面直達日射量 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚
′ ： 周辺環境を加味されていない法線面直達日射量 

𝜏𝑡𝑟𝑒𝑒：日射透過率[-] 

 

拡散日射量は天空放射輝度を基に天空要素ごとに計算し、算出した値を合算することで

周辺環境を加味した値を求めた。各天空要素では Lea と立体投射角の積に日射透過率を掛

け、水平面へ入射する値に変換している。各天空要素では以下に式 5-34 を示す。 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓 = ∑ ∑ 𝐿𝑒𝑎(ℎ𝑠𝑘𝑦, 𝐴𝑠𝑘𝑦) ∙
𝛥ℎ𝑠𝑘𝑦 ∙ 𝛥𝐴𝑠𝑘𝑦

𝑟2
∙ 𝜏(ℎ𝑠𝑘𝑦, 𝐴𝑠𝑘𝑦) ∙ sin ℎ𝑠𝑘𝑦

2𝜋

𝐴𝑠𝑘𝑦=0

𝜋
2

ℎ𝑠𝑘𝑦=0

 5-34 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓：周辺環境を加味した拡散日射量[W/m2] 

𝐿𝑒𝑎(ℎ𝑠𝑘𝑦, 𝐴𝑠𝑘𝑦)：天空要素ごとの絶対値で示す天空放射輝度分布[W/(m2∙sr)] 

𝜏(ℎ𝑠𝑘𝑦, 𝐴𝑠𝑘𝑦)：天空要素ごとの日射透過率[-] 

ℎ𝑠𝑘𝑦：天空要素ごとの高度[rad] 
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𝐴𝑠𝑘𝑦：天空要素ごとの方位[rad] 

𝑟：正射影画像の半径 

 正射影画像は 1 ピクセルの集まりで構成されており、この 1 ピクセルは正射影画像の全

体の面積に対し微小な値である。本手法を用いた場合、Lea(hsky,Asky)は半球面上で得られる

値であるが、その半球面上の面積は正射影画像の 1 ピクセルを垂直に上げたときに半球面

に投影される面積と同じ値とした。そのため、半球面上の面積は以下の式 5-35 で算出した。

また、図 5-12 に半球面上の面積を想定する概念図を示す。 

𝛥ℎ𝑠𝑘𝑦 ∙ 𝛥𝐴𝑠𝑘𝑦 =
1

sin ℎ𝑠𝑘𝑦
 5-35 

 

図 5-12 半球面上の面積を想定する概念図 

 

 大気放射量は天空率と樹木の形態係数の合算値を掛け合わせることで周辺環境を加味し

た値を算出した。以下に算出した式 5-36 を示す。 

𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛 = 𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛
′ ∙ (𝑉𝐹𝑡𝑟𝑒𝑒 ∙ 𝜏𝑡𝑟𝑒𝑒 + 𝑆𝑉𝐹) 5-36 

𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛：周辺環境を加味した大気放射量 

𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛
′ ： 周辺環境を加味されていない大気放射量 

𝑉𝐹𝑡𝑟𝑒𝑒：樹木の形態係数 

𝑆𝑉𝐹：天空率 

樹木の形態係数は 2.5.3節の式 2-20の Nskyを正射影画像上の樹木の面積に置き換えること

で算出した。IRdownを算出するとき、樹木の形態係数には日射透過率を掛けた。 
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5.9 WBGT の算出 

気象データと周辺環境に合わせた日射量と大気放射量を基に WBGT を算出した。WBGT

は JIS Z8504 を参照し、日射量の影響を考慮した以下の式で算出した[13]。 

𝑊𝐵𝐺𝑇 = 0.7 ∙ 𝑇𝑤𝑒𝑡 + 0.2 ∙ 𝑇𝑔𝑙𝑜𝑏 + 0.1 ∙ 𝑇𝑎𝑖𝑟 5-37 

𝑇𝑎𝑖𝑟：外気温 

𝑇𝑔𝑙𝑜𝑏：黒球温度 

𝑇𝑤𝑒𝑡：湿球温度 

外気温は気象データを用いた。残りの Tglob と Twet は気象データと算出した日射量と大気

放射量を基に算出した。 

STEP 1：Twetの算出には JIS Z8806 に記載の SPRUNG の式と SONNTAG の式により算出し

た。以下に式を示す[12]。 

𝑇𝑘  =  𝑇𝑎𝑖𝑟  +  273.15 5-38 

𝑃𝑤  =  exp {−6096.9385 ∙ 𝑇𝑘
−1 +  21.2409642 −  2.711193 ∙ 10−2 ∙ 𝑇𝑘  

+  1.673952 ∙ 10 𝑇𝑘
−5 ∙ 𝑇𝑘

2 +  2.433502 ∙ 𝐿𝑜𝑔(𝑇𝑘)} 
5-39 

𝑃𝑉 = 𝑃𝑤 − 𝐴 ∙ 𝑃(𝑇𝑎𝑖𝑟 − 𝑇𝑤𝑒𝑡) 5-40 

𝑃𝑉 = 𝑃𝑤 ∙
𝑅𝐻

100
 5-41 

𝑃𝑤：水の飽和水蒸気圧[Pa] 

𝑅𝐻：相対湿度[%] 

𝑃𝑉：水蒸気分圧[Pa] 

𝐴：乾湿計係数[-] 

𝑃：大気圧[Pa] 

式 5-40 によって求めた水蒸気分圧と式 5-41 によって求めた水蒸気分圧が一致するように

湿球温度を求めた。 
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STEP 2：Tglob を算出するために、解析点に黒体の球（以降、黒球と称す）があると仮定し

た。まず外気温の熱平衡式により、上向き大気放射量と上空の温度を以下で算出した。 

𝐼𝑅𝑢𝑝 = 𝜎 ∙ (273 + 𝑇𝑎𝑖𝑟)4 − 𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛 5-42 

𝑇𝑠𝑘𝑦 = √
𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛 

𝜎

4

− 273 5-43 

𝐼𝑅𝑢𝑝：上向き大気放射量[W/m2] 

𝐼𝑅𝑑𝑜𝑤𝑛：大気放射量[W/m2] 

𝑇𝑠𝑘𝑦：空温度[℃] 

 次に黒球に到達する日射量を以下の式で算出した。 

𝐼𝑟𝑒𝑓 = (𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒 + 𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓 ) ∙ (1 − 𝑎𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑) 5-44 

𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏−𝑡ℎ𝑒𝑟𝑚 = 0.25 ∙ 𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚 + 0.5 ∙ 𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓 + 0.5 ∙ 𝐼𝑟𝑒𝑓 5-45 

𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏−𝑡ℎ𝑒𝑟𝑚：黒球に到達する日射量[W/m2] 

𝐼𝑟𝑒𝑓：反射日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒：水平面直達日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒−𝑛𝑜𝑟𝑚：法線面直達日射量[W/m2] 

𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓：水平面拡散日射量[W/m2] 

𝑎𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑： 地面の日射吸収率（＝0.9） 

黒球から見た形態係数とは全方位に対する値である。Idire-norm、Idiff、Iref はすべて半球面に

対し作用する値であるため、すべて 0.5 倍した。また、法線面直達日射量の黒球へ入射す

る値は黒球面に対して、垂直な値に変換する必要がる。法線直達日射量を半球面の各要素

に対して垂直に変換した値の合計はもとの値の 0.5 倍となる。 

 次に地表面の熱平衡式により地表面の温度を以下の式で算出した。 

𝑇𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 =

(𝐼𝑑𝑖𝑟𝑒 + 𝐼𝑑𝑖𝑓𝑓) ∙ 𝑎𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 − 𝐼𝑅𝑢𝑝 + ℎ𝑐,𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 ∙ 𝑇𝑎𝑖𝑟 +
𝜆𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑

𝑑𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑
∙ 𝑇𝑑𝑎𝑦 

ℎ𝑐,𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 +
𝜆𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑

𝑑𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑

 5-46 

𝑇𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑： 地面の表面温度[℃] 

ℎ𝑐,𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑： 地表面の対流熱伝達率(=23W/(m2∙K)) 

𝜆𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑： 地中の熱伝達率(=2.1 W/(m2∙K)) 

𝑑𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑： 地上からの深さ（=0.3m） 

𝑇𝑑𝑎𝑦：平均気温[℃] 

地表面から深さ 0.3m の地中温度は 1 日の平均気温と同等になる。そのため、dground は地

中の深さであり、0.3m とした。 

次に平均放射温度を算出した。 

𝛷𝑠𝑘𝑦 = 0.5 ∙ 𝑆𝑉𝐹  5-47 

𝛷𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑 = 0.5 ∙ 𝑉𝐹𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑 5-48 

𝛷𝑡𝑟𝑒𝑒 = 0.5 ∙ 𝑉𝐹𝑡𝑟𝑒𝑒 5-49 
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𝛷𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 = 0.5 5-50 

𝑀𝑅𝑇 = √𝛷𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 ∙ 𝑇𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑
4 + 𝛷𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑 ∙ 𝑇𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑

4 + 𝛷𝑡𝑟𝑒𝑒 ∙ 𝑇𝑡𝑟𝑒𝑒
4 + 𝛷𝑠𝑘𝑦 ∙ 𝑇𝑠𝑘𝑦

44
 5-51 

𝛷𝑠𝑘𝑦、𝛷𝑏𝑢𝑖𝑙𝑑、𝛷𝑡𝑟𝑒𝑒、𝛷𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑：黒球から見た天空、建物、樹木、地面の形態係数 

𝑀𝑅𝑇：平均放射温度[℃] 

 先にも説明した通り、黒球から見た形態係数とは全方位に対する値である。そのため、

地面の形態係数は 0.5 とし、建物、樹木、天空の形態係数は前章で算出した天空率に 0.5 を

掛けた値とした。 

最後に上記で算出した各値より、黒球温度を算出した。 

ℎ𝑐,𝑔𝑙𝑜𝑏 = 0.356 + 5.93 ∙ 𝑣
1
2 + 4.063 ∙ 𝑣

2
3 5-52 

ℎ𝑟,𝑔𝑙𝑜𝑏 = 4 ∙ 𝜀 ∙ 𝜎 ∙ (273 + 𝑀𝑅𝑇)3 5-53 

𝑇𝑒𝑛𝑣 =
ℎ𝑐,𝑔𝑙𝑜𝑏 ∙ 𝑇𝑎𝑖𝑟 + ℎ𝑟,𝑔𝑙𝑜𝑏 ∙ 𝑀𝑅𝑇 

ℎ𝑐,𝑔𝑙𝑜𝑏 + ℎ𝑟,𝑔𝑙𝑜𝑏 
 5-54 

𝑇𝑔𝑙𝑜𝑏 = 𝑇𝑒𝑛𝑣 +
𝑎𝑔𝑙𝑜𝑏 ∙ 𝐼𝑔𝑙𝑜𝑏−𝑡ℎ𝑒𝑟𝑚 

ℎ𝑐,𝑔𝑙𝑜𝑏 + ℎ𝑟,𝑔𝑙𝑜𝑏 
 5-55 

𝑣：走行速度[m/s] 

ℎ𝑐,𝑔𝑙𝑜𝑏： 黒球の対流熱伝達率[W/(m2∙K)] 

ℎ𝑟,𝑔𝑙𝑜𝑏： 黒球の放射熱伝達率[W/(m2∙K)] 

𝜀：黒球表面の放射率(=0.95)  

𝜎：ステファン・ボルツマン定数（=5.67×10-8 W/(m2∙K4)） 

𝑇𝑒𝑛𝑣：作用温度[℃] 

𝑇𝑔𝑙𝑜𝑏：黒球温度[℃] 

走行速度はフルマラソンを 2 時間で完走することを想定して、5.86 m/s とした。 

以上により気象データの計測地である Tair と算出した Twet、Tglob を式 5-37 に代入して

WBGT を算出した。 
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5.10 WBGT の解析 

東京オリンピックで使用されたマラソンコースを評価するため、前節で述べた方法でマ

ラソンコースの WBGTを算出した。WBGTは地域別のシミュレーションと日程別のシミュ

レーションを実施した。 

 

5.10.1 地域別の WBGTの解析 

東京と札幌の 2 つの気象で WBGT を算出した。解析した日程は 5.5 節で決定した 8 月 4

日とした。表 5-3 に札幌と東京の気象データを示す。表 5-3 は 5時から 13時までの気象デー

タを参考に作成している。解析時間は 5 時〜7 時、7 時〜9 時、9 時〜11 時、11 時〜13 時の

4つの時間帯とした。表 5-1の運動に関する指針で記載されているようにマラソンは WBGT

が21℃以下でも熱中症になる可能性がある[14]。Robertsらは、北緯40度以上の地域で21℃

以上の環境下でレースを開催しないよう勧告しています。札幌は北緯 43 度に位置するため、

WBGTが 21℃を超えるようであれば、札幌でのマラソン開催は再考すべきと考えられる[2]。 

表 5-3 東京と札幌の気象データ 

  
気温(℃) 日射量(W/m2) 

平均 最高 最低 平均 

東京 28.6 31.9 24.6 483.6 

札幌 25.4 27.5 22.4 267.6 

 

図 5-13 にスタート時間ごとの WBGT の推移を示す。図の横軸は走行距離である。図 5-1

の①～⑤の凡例も追加で記載している。WBGT の値は 5 時スタートが最も低く、次点で 7

時スタートが低くなっている。9時スタートと 11時スタートの WBGTは似た推移をしてい

る。WBGT の減少がはっきりと確認できるのは 9 時スタートより前の時間であるため、熱

中症リスクを抑えるためにも 9 時よりも前の時間帯でマラソンを開始するべきである。札

幌の WBGT では 5 時スタートでも最低値は 21℃を超えている。既往研究では 21℃を超え

る場合はマラソンを開催すべきではないとしている研究や、マラソンのパフォーマンスが

落ちたことを示した研究もある[30-32]。東京オリンピックと同じ 7 時スタートでは WBGT

が最大で 27℃を超えるような箇所も存在する。9時スタートや 11時スタートでは WBGTが

25 度前後を推移している。環境省が提示している熱中症予防運動指針では WBGT が 25℃

を超えると、30 分ごとに休憩を取り、適宜休憩をとることとされている。つまり、2020 年

8 月 4日の 9時以降の時間帯はマラソンのような 2時間を超える運動には適していないとい

える。東京の WBGT は 5 時スタートでも 25℃を超えており、11 時スタートでは WBGT が

30℃前後を推移していたことからも、マラソンに適していない気候だったといえる。 
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図 5-13 WBGTの推移(2020年 8月 4日、東京と札幌のデータ) 
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5.10.2 日程別の WBGTの解析 

WBGT に影響を与える要因を調べるために、札幌の 2020 年の気象データから 6 日間の

気象データを選択し、その日の WBGT を解析した。表 5-4 に日程別の気象データを示す。

気象データは、天気が晴れで暑い日（8 月 26 日）、涼しい日（6 月 5 日）、寒い日(4 月 13

日)と天気が曇りで暑い日（8 月 4 日）、涼しい日（8 月 31 日）、寒い日（4 月 2 日）を選択

した。晴れの日は日射量が多く、曇りの日は日射量が少ない。これらの気象データをもと

に、それぞれ 4 つの時間帯の WBGT を算出した。そして、算出した WBGT を目的変数と

して、6 つの説明変数による重回帰分析を行った。表 5-5 に説明変数を示す。6 つの説明変

数は外気温、相対湿度、晴天指数、全天日射量、建物の形態係数、樹木の形態係数であ

る。各説明変数の VIF はすべて 10 以下であり、多重共線性はなかった。 

 

表 5-4 日程別の気象データ 

  
気温(℃) 日射量(W/m2) 

平均 最高 最低 平均 

2020/4/2 8.3 10.1 7.1 202.9 

2020/4/13 5.8 11.2 0.0 440.2 

2020/8/31 17.2 21.7 13.7 270.6 

2020/6/5 20.4 22.3 17.1 474.5 

2020/8/4 25.6 28.6 22.4 218.7 

2020/8/26 26.8 30.6 23.1 394.3 

 

表 5-5 6つの説明変数 

凡例 内容 単位 

Tair 外気温 ℃ 

H 相対湿度 % 

Kc 晴天指数 - 

Iglob 全天日射量 W/m2 

VFbuild 建物の形態係数 - 

VFtree 樹木の形態係数 - 
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重回帰分析の結果を図 5-14 と表 5-6 に示す。すべての説明変数の P 値が 0.05 以下にな

り、有意差が確認できた。WBGT への寄与度が最も高い値は Tairであり、次点で H であ

る。この二つの説明変数は WBGT と正の相関を示した。ISO 7243 の WBGT の推定式よ

り、T および H は高い影響力があることがわかる[13]。また、過去の研究でも外気温と相

対湿度の上昇が WBGT の上昇要因となることが示唆されており、同様の結果が得られた

[33-35]。３番目に寄与率が高いのは Iglobであり、WBGT と正の相関を示した。Iglobが高く

なることで、地表面温度やグローブ温度の上昇するためである。Kc は低い寄与度を示し、

WBGT と正の相関を示した。Kc は天候の指標であり、Kc が高いほど天候は晴れとなる。

Kc が高いほど地上に到達する日射量が増えることになるため、WBGT の上昇に寄与した。

VFbuildと VFtreeも寄与率は低いが、WBGT と負の相関があることを確認できた。この２つの

SVF は値が上昇するほど、地上に到達する日射量を減衰させるため、WBGT の抑制に寄与

した。計算に使用した説明変数の中では、この二つのみが負の相関を示したことから、高

温環境となる地域では VFbuildと VFtreeの値に着目し、WBGT の負担が少ないコースを選ぶ

ことが重要である。 

 

図 5-14 各説明変数の標準偏回帰係数 

表 5-6 WBGTの重回帰分析結果 

  T H Kc Igloval VFBuild VFTree 

標準偏回帰係数 0.923 0.126 0.023 0.064 -0.014 -0.011 

P 値 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 
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図 5-15 と図 5-16 に WBGT の推移を示す。各図の下に天空率(SVF)と建物と樹木の形態係

数（VFbuild、VFtree）の推移を示す図を追加した。横軸は走行距離を示しており、上下の図

で同じ値としている。また、図 5-1 のコースの位置を示す①～⑤の凡例を追加している。 

図 5-15 と図 5-16 より平均温度が高い日のほど WBGT が高くなりやすいことが確認でき

た。また、最小気温と最大気温の差が大きいところほど、WBGT の振れ幅が大きくなっ

た。平均気温が 25℃以上に暑い日だと、1 日を通して WBGT が 21℃を超えるため、マラ

ソンのようなハードなスポーツの実施は進められない。6 月 5 日のように日射量が多い日

でも平均気温が 20℃程度であれば、早朝からマラソンを始めることで熱中症のリスクを回

避できるといえる。逆に 4 月 13 日のように気温の低い日だと、WBGT が 5℃以下になる可

能性がある。そのため、気温の低い日は早朝の運動は避け、昼間にマラソンを実施する方

がよい。8 月 31 日の気象データは 4 つの時間帯を通して WBGT が 21℃を超えることはほ

とんどなかった。札幌の気象であれば、八月中でも熱中所のリスクを抑えて開催できる日

があることが示された。 

以上をより、札幌市の場合、平均気温が 25℃を超える日は建物や樹木によって WBGT

が遮蔽されたとしても WBGT が 21℃を超えるため、マラソンを実施は検討すべきだと考

えられる。一方で、8 月でも気象次第ではほとんどの時間帯で WBGT が 21℃を下回る日が

存在した。このことから、札幌市ではマラソンの候補日を複数設け、当日の気象状況に応

じてマラソン実施の可否を決定することで熱中症のリスクが少ない日を選択することがで

きる。 
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図 5-15 晴れの日の WBGTの推移 
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図 5-16 曇りの日の WBGTの推移 
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5.10.3 WBGTの減衰量の解析 

WBGT に対する周辺環境の影響をより明確に確認するために、解析地点の WBGT と周

辺環境を無視した場合の WBGT の差を算出した。この差を WBGT の減衰量とした。図 

5-17 とは WBGT の減衰量と SVF、VFtreeと VFbuildの関係を示す。また、図 5-18、図 5-19 に

8 月 4 日を対象に WBGT の減衰量をマラソンコースにプロットした図を示す。 

図 5-17 の VFbuildに注目すると、VFbuildの値が大きいほど WBGT の減衰量が増加してい

る。これは建物が多くなるほど日射量が多く遮られるからである。VFtreeに注目すると 0 か

ら 0.4 までは WBGT の減衰量が増えているがそれ以降は WBGT の減衰量にあまり変化がな

い。樹木は日射を透過するため、建物ほど WBGT の減衰は期待できない。そして、VFtree

が大きくなるほど VFbuildの大きさ制限される。そのため、VFtreeが 0.4 程度の時が、樹木の

日射遮蔽効果が得られつつ、VFbuildの日射遮蔽の恩恵を受けやすかったのだと考えられ

る。SVF に着目すると 0.4 から 0.5 の天空率の時が最も WBGT を減衰することができ、そ

の天空率から離れた値になるほど WBGT の減衰量が減っていった。SVF が大きい場合、日

射を遮るものがなくなるため WBGT の減衰がほとんどない。一方で SVF が小さい場合、

VFbuildと VFtreeが大きくなる。VFtreeと同様に形態係数は VFbuildの占める割合が大きいほう

が WBGT の減衰が期待できる。今回のマラソンコースに関しては、SVF が 0.4～0.5 の時が

VFbuildの恩恵を最も受けやすく、以降 SVF が小さくなる場合 VFtreeの割合が VFbuildよりも

大きくなる場所が多かったため、WBGT の減衰量が小さくなったと考えられる。外値を考

慮するとこのマラソンコースでは最大で 2.5℃の WBGT の減衰が見込める場所が存在する

ことが分かった。 

図 5-18、図 5-19 に注目すると、北大の南門からすすきのまでのコースは WBGT の減衰

量が多かった。これは建物が密集しているため、日射が多く遮られたためだと考えられ

る。創成川沿いは数か所かで WBGT の減衰が確認されており、WBGT の減衰量が最も多

かった開始時刻は 5 時スタートだった。創成川通りが南北の通りであるため、日中よりも

早朝の方が日射量を遮りやすかったと考えられる。一方で豊平川付近や北海道大学の北側

に当たる道路では日射を遮るものがないため、日中を通して WBGT の減衰が確認できなか

った。 

以上より、日射量が遮られたことで WBGT の減衰が確認できる場所もある一方で、日中

を通して WBGT の減衰が確認されない場所を把握することができた。把握できた場所に樹

木の設置などの対策をすることで暑熱環境の改善ができる。 
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図 5-17 SVF、VFtree、VFbuildに対する WBGTの減衰量 
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図 5-18 マラソンコースにおける WBGTの減衰量（8月 4日：5時スタート、7時スタート） 
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図 5-19 マラソンコースにおける WBGTの減衰量（8月 4日：9時スタート、11時スタート） 
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5.11 まとめ 

本章では、周辺環境を加味した日射量により WBGT の算出し東京五輪・マラソンコースの

温熱評価を行った。本章の成果を以下に示す。 

(1) 樹木の影響を考慮するために、FGD、AW3D データ、航空写真から樹木の GIS データ

を作成し、正射影画像に樹木の影響を反映した。 

(2) WBGT に必要な数値は、実測した気象情報から算出した。Matsumotoらの太陽位置の式

と Erbs の直達日射分離の式を用いて、測定した全天日射量のみで拡散日射量の天空放

射照度分布を算出できるように整理した。算出された散乱日射量、直達日射量、大気

放射量の天空輝度分布は、正射画像を用いて周囲の地形の影響を考慮した値に変換さ

れた。この値を用いて、JIS Z8504 に準拠した周辺環境を考慮した WBGT の算出方法を

提案した。 

(3) 提案した WBGT 算出方法を用いて、東京オリンピックのマラソンコースの環境評価を、

札幌と東京の 2 つの気象データで比較しました。東京の WBGT は 5 時スタートでも

25℃を超えており、マラソン開催に適さない天候であることがわかります。札幌の

WBGT も 5 時スタートで 21℃を超えており、マラソン開催には厳しい天候であったこ

とがわかった。 

(4) 重回帰分析により、WBGT に影響を与える要因を 6 つの説明変数で分析した。6 つの

説明変数のうち、VFbuildと VFtreeだけが WBGT と負の相関があることがわかった。しか

し、札幌の場合、平均気温が 26℃前後の日は、建物や樹木による遮蔽で WBGT が減衰

しても 21℃を超えるので、マラソンの開催は再考する必要がある。一方で、8 月でも

ほとんどの時間帯で WBGT が 21℃を下回る日が存在したので、札幌市ではマラソンの

候補日を複数設け、当日の気象状況に応じてマラソン実施の可否を決定することで熱

中症のリスクが少ない日を選択することができる。 

(5) WBGT の減衰値を定義し、SVF、VFtree、VFbuildの関係を解析した。また、8 月 4 日を対

象にマラソンコースの WBGT を地図で表した。WBGT の減衰量は VFbuildに最も依存し

ている。WBGT の地図より日射量が遮られたことで WBGT の減衰が確認できる場所も

ある一方で、日中を通して WBGT の減衰がほとんどない場所を把握することで、都市

内で暑熱環境の改善が必要箇所を確認できた。 
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第6章 結論 

6.1 本研究の総括 

気候変動対策として 2050 年までのカーボンニュートラルの実現が世界の共通目標になり、

脱炭素社会への取り組みが活発になっている。日本でも喫緊の目標として 2030 年までに、

温室効果ガスを 2013年度比 46%減することを宣言した。このような状況で、再生可能エネ

ルギーとして日射の有効活用が注目されている。日射は太陽光発電による創エネや、ダイ

レクトソーラーゲインによる直接利用で ZEB、ZEH の普及に貢献できる一方で、多すぎる

日射は熱環境の悪化を生じさせるため正確な予測が必要である。日射量は周辺環境によっ

て大きく変化する。特に都市内では、日射を遮る障害物が多く存在し、日射量の正確な予

測が難しい。近年では GIS が普及したことで、都市の周辺環境を高精度で再現できるよう

になってきた。しかし、都市形状を高精度で再現した 3Ｄモデルによるシミュレーション

は計算負荷が高くパラメトリックスタディを実施するためには膨大な負荷がかり、検討で

きるケースが制限されてしまう。そこで、本研究では GIS により周辺環境を加味した日射

データを作成し他の気象要素とカップリングを行いシミュレーションデータとして利用す

る手法を提案した。この手法は計算負荷が小さく、大規模なパラメトリックスタディが可

能である。以下に本論文の構成を示す。 

第 1 章では本研究の背景と既往研究の紹介をすることで、本研究の背景と目的を説明し

た。 

第 2章ではGISデータを用いた気象データの作成手法を提案した。オープンソースのGIS

データを用いることで、周辺環境を再現した正射影画像を作成し、この画像により、時間

毎に直達日射量の取得の有無を判断し、正射影画像より算出できる天空率により、その場

所で得られる拡散日射量を算出した。算出した日射量の精度を検証するため、EnergyPlus

で周辺建物を再現して実際に取得できる日射量を比較したところ、日射量の誤差は十分小

さく、計算時間を比較した結果、1％以下となった。このことからも本手法は大量計算に

適した手法であることを示した。 

第 3 章では北海道の高断熱、高気密を有する住宅でダイレクトソーラーゲインによる暖

房負荷の抑制効果と周辺環境の関係性を解析した。ダイレクトソーラーゲインには暖房負

荷の抑制が期待できる一方で、周辺に建物が密集している敷地であれば、期待通りの日射

量を得られずかえって、暖房負荷の増加の原因となる。本手法を用いることでさまざまな

敷地の天空率と日射データを算出できるため、日射データを用いて暖房負荷を算出し、天

空率との関係性を解析した。建物モデルは寒冷住宅地のリビングを想定した簡易住宅を作

成し、窓の性能が異なる 4 ケースと窓の面積の広さが異なる 3 ケースの組み合わせで暖房

負荷計算を実施した。解析の結果、暖房負荷と天空率に相関性があることが確認できた。

また、天空率の南側のみの値とした南側天空率は天空率よりも暖房負荷と高い相関性を示

した。南側天空率の高さと窓の性能次第では、暖房負荷が最小となる窓の面積の広さが異

なることが分かったため、再度窓面積の異なるモデルでシミュレーションを実施した。札
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幌市であれば南側天空率が 0.7～1.0 の敷地が大半であるため、高性能な窓にすることで、

広い窓でも暖房負荷抑制の効果が期待できる。また、暖房負荷が最初になる窓面積率が 0%

でなければ、窓面積率を 30%程度増減しても、十分に暖房負荷抑制の効果が認められるた

め、デザインや光環境など暖房負荷以外の要素で窓面積の選択も可能であることが分かっ

た。 

第 4 章では寒冷都市のオフィスビルがカーボンニュートラルを達成するための条件解析

を行った。日本では住宅・建築物の一次エネルギー消費量の指標である BEI による規制が

年々厳しくなっているため、カーボンニュートラルを実現するための条件を明確化するこ

とが急務である。そこで、札幌市に存在するオフィスビルを対象に本手法を用いて壁面で

得られる太陽光発電量を算出し、オフィスビルの一次エネルギー消費量と比較することで

カーボンニュートラルを達成する建物の条件を解析した。この解析を実施するために、本

手法の応用として日射量から太陽光発電を算出する手法を提案した。また、GIS データを

用いて解析する建物モデルを自動作成する手法を提案した。4016 件のオフィスビルを対象

に壁面で得られる太陽光発電を算出した。そのうち、415 件のオフィスビルで一次エネル

ギー消費量の算出を行い、建物の形状や建物の性能（壁面の熱貫流率、窓の熱貫流率と日

射遮蔽係数）、敷地周辺の環境にカーボンニュートラル達成への影響を解析した。解析の

結果、延べ床面積が狭い建物では外壁や窓の性能を向上させ、太陽電池を広く設置するこ

とでカーボンニュートラルを達成しやすいことが分かった。一方で、延べ床面積が広い建

物では上記の各条件が良好でもカーボンニュートラルの達成が難しため、高効率の設備の

導入や、建物の運用方法の最適化を検討し、省エネルギー化を実施する必要があることが

判明した。また、EG/E を地図化することで、カーボンニュートラルを達成するための支援

を必要とする建物の位置関係が把握した。この図を用いることで電力融通や地冷の最適な

経路を把握することが可能であり、都市としてのカーボンニュートラル化の実現に貢献で

きる。 

第 5 章では東京五輪・陸上男子マラソンのマラソンコースを対象として熱中症のリスク

を解析した。東京五輪・陸上男子マラソンでは、約三割の棄権者が出るほどの過酷なレー

スとなった。このような危険を避けるためにはマラソンコースの暑熱環境を正確に把握す

る必要があるため、本手法を応用して、5ｍ間隔でマラソンコースの WBGT を算出した。

マラソンコースの熱環境には樹木による影響もある。そこで、DEM データと空中写真より

樹木の GIS データの作成、および、正射影画像に樹木を投影することで樹木の影響も考慮

した日射量の算出を行った。また、拡散日射量を放射輝度分布に変換して解析するように

手法を改良し、より精緻な日射量解析を行った。解析の結果、平均気温が 25℃を超える場

合、建物や樹木による影響を考慮してもWBGTが 21℃を下回る時間帯がほとんど存在しな

いため、マラソンの実施は危険であった。一方で、同じ月でも気象次第ではほとんどの時

間帯でWBGTが 21℃を下回る日が存在した。このことから、札幌市ではマラソンの候補日

を複数設け、当日の気象状況に応じてマラソン実施の可否を決定することで熱中症のリス



結論 

133 

 

クが少ない日を選択することができる。また、WBGT の減衰値を定義、SVF、VFtree、

VFbuild の関係を解析した。また、8 月 4 日を対象にマラソンコースの WBGT を地図で表し

た。WBGT の減衰量は VFbuild に最も依存していた。WBGT の地図より日射量が遮られたこ

とで WBGT の減衰が確認できる場所もある一方で、日中を通して WBGT の減衰がほとん

どない場所を把握することで、都市内で暑熱環境の改善が必要箇所を確認することができ

た。 
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6.2 今後の展望と課題 

本研究の今後の課題と展望を以下に示す。 

（１） 人体の影響を考慮した温熱環境評価の実施 

本手法を用いることで、マラソンコースの温熱環境を詳細に把握することができ、

短距離でも周辺環境が変化することが確認できた。今後はコース内を移動すること

で人体に対し WBGT の累積がどのように影響を及ぼすか検討する。また、その検討

結果を基に WBGT の減衰量のマップで暑熱環境の改善が必要と思われる場所にどの

ような対応をすべきか検討する。 

 

（２） EG/Eマップの広域化 

EG/E を地図化することで、地域でのカーボンニュートラル化の検討を実施した。

しかし、一次エネルギー消費量を計算するためのモデルの自動作成の過程で計算対

象とできるオフィスビルが制限されてしまった。今後はこれらの制限を取り除き、

札幌市のオフィスビルや他用途の建物の EG/E を計算できるように改良していき、

札幌市全域で電力融通の効率的な計画や地域熱暖房の強化などを検討できるように

する。また、札幌市だけでなく、対象地域を広げていき、広域での効率的なカーボ

ンニュートラルの連携を検討できるようにする。 

 

（３） 樹木による影響 

本手法では樹木による日射透過率を 0.7 で統一している。式 5-31 に記述した通り、

日射透過率は消散係数（k）、葉面積密度（a）、樹木内を通過した経路長（l）によ

って計算でき、a や k に関しては条件によって値を固定することができる。しかし、

l は日射が樹木を通過した距離になるため、場所によっては大きく変化する。本研

究では提示した 0.7 は本手法の設定上、日射透過率の最低限の値であり、樹木が密

集した場所ではさらに日射透過率が低くなる可能性がある。現在のコードで l を算

出することは可能であるが、計算負荷が高くなっている。今後は l を作成するコー

ドの計算負荷を低くする手法を検討し、樹木による日射透過率の精度を上げていく。 

また、樹木は日射を遮蔽するだけでなく、蒸散作用によって周辺環境の気温上昇

を抑制することが可能である。しかし、本手法では正射影画像より樹木の蒸散作用

による効果を反映することができていない。樹木の蒸散作用による周辺環境への影

響を定量化した既往研究は多くあるため、本手法にも既往研究の計算モデルを取り

込む方法を検討する。 

 

（４） 実測結果との精度検証 

本手法の精度検証は EnergyPlus のシミュレーション結果と比較して行われた。

この結果、本手法の計算精度と計算処理速度を確認することができた。今後は実測
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の結果と本手法の精度検証を進めていき、手法の精度確認、もしくは手法の補正や

改善を実施する。 

 

（５） 積雪の反射光 

 本手法の日射量計算では反射光は見込んでいない。しかし、寒冷地では冬期に高

い反射率となる雪が積もるため、その影響を見込んだ場合、冬期に得られる日射量

が増加する可能性がある。そのため、雪による取得可能な日射量の変化を見込む方

法を検討する必要がある。 
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